
平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

基本目標１　子どもと子育て家庭への支援

基本施策１　結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援

・少子化対策の一環として、大学生等と
協議する「こども未来研究所」という場
を設け、結婚・妊娠・出産・育児に必要
な支援を企画し、「こども未来フェス
タ」で実行する。大学生の結婚・妊娠・
出産・育児に対するポジティブな意識醸
成に加え、市全体の機運の向上を図る。

拡充 拡充

こども未来セミナー・フェスタ等開催回数 7回 9回

こども未来セミナー・フェスタ等参加人数 2,200人 3,920人

妊婦歯科健診受診者数 840人 800人

母子保健コーディネーターによるサポートプラン作成件数 50件 150件

・若い世代へ向けて、結婚・妊娠・
出産・育児に対するポジティブな意
識醸成を図る取り組みを推進しま
す。
・県の「ひろしま出会いサポートセ
ンター」等と連携し、結婚支援に資
する情報提供を行います。

こ
ど
も
家
庭
課

新規

拡充

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

★
1

結婚・妊娠・出産・
育児へのポジティブ

な意識醸成
4,030

平成28年度
当初予算額
（千円）

20,018
妊娠・出産・育児の

切れ目ない支援
★
2

・妊産婦・新生児の家庭訪問を行
い、疾病の早期発見と、育児不安に
対するきめ細かい育児支援を図りま
す。
・妊婦健康診査、乳幼児健康診査を
実施し、母子の健康増進を図りま
す。また、健診事後教室（パオパオ
くらぶ）を実施し、経過観察が必要
な子どもへの支援を行います。
・予防接種を実施し、感染症の発症
予防のため、生後2カ月以降、早め
の接種を行うよう勧奨します。
・マタニティ講座、母親学級、パパ
ママ学級、育児相談・育児教室など
を開催し、育児不安の軽減を図りま
す。また、ニーズに応じて、対象者
や内容等の検討を行います。
・妊娠・出産・育児の切れ目ない支
援について検討し、必要な措置を講
じます。

こ
ど
も
家
庭
課

No

・妊産婦・新生児・乳幼児の家庭訪問に
ついては、関係機関と連携を取りなが
ら、育児不安への対応、子育て支援を継
続して行い、健やかな親子の成長を支援
する。
・マタニテイ教室、パパママ教室に加
え、新たに働く妊婦が参加しやすいよ
う、日曜日にワーキングマタニテイ教室
を開催する。
・マタニテイ教室では、マタニテイ教室
のつどいと同時開催し、地域子育て支援
センターと連携することで、妊娠中から
地域子育て支援センターについて知り、
産後、スムーズに利用できるよう情報提
供を行う。
・妊婦と胎児の健康管理を図るために確
実な健康診査の受診を今後も勧めてい
く。特に妊婦歯科健診は母子手帳交付時
の受診勧奨を引き続き強化していく。
・妊娠期から切れ目ない支援を強化して
いくために、母子保健コーディネーター
を増員し、妊娠中～産後～子育て期を通
して支援度の高い親子に対し、サポート
プランを作成し、子育て支援への取り組
みを行う。
・産後ケア事業を開催し、産後早期の乳
児・産婦の健康の保持・増進を図り、安
心して育児に取り組めるよう支援する。

9回

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

3,929

・「こども未来研究所」を2回設け、
大学生等の意見を反映させた「こど
も未来フェスタ」を開催した。ま
た、大学生向けのセミナーを1回、独
身男女向けのセミナーを4回行い、若
者の結婚・妊娠・出産・育児に対す
るポジティブな意識醸成と機運向上
を図った。

・少子化対策の一環として、「こども
未来フェスタ」を地域資源を活かした
地域開催イベントと子どもに関わるす
べての人を対象としたくらら開催イベ
ントを年２回開催し、「子育てするな
ら東広島」の実現に向けた機運の醸成
を図る。
・こども未来セミナーを開催し、結
婚・妊娠・出産・育児に対するポジ
ティブな意識醸成を図る。

6,344

15,873 46,382

—3,715人

—

拡充 拡充

770人 —

・妊産婦・新生児・乳幼児の家庭訪
問は、関係機関との連携のもと継続
して実施した。特に乳児家庭全戸訪
問（赤ちゃん訪問）は99％と高い訪
問率で行った。
・働く妊婦を対象にワーキングマタ
ニティ教室を日曜日に開催し、出
産、育児の準備とワークライフバラ
ンスを考える機会を設けた。
・母子健康手帳交付時にリスクの高
い妊婦に対し、母子保健コーディ
ネーターがサポートプランを作成
し、出産、育児と切れ目なく支援を
行った。
・日帰り産後ケアは産婦の体力回
復、リフレッシュや母乳のケアの場
として100件の利用があった。

・妊産婦・新生児・乳幼児の家庭訪問
については、継続して行い、健やかな
親子の成長を支援する。
・産後ケア事業は日帰り型に宿泊型を
加え、産後早期から、安心して育児に
取り組めるよう支援する。
・産前産後サポート事業の対象者を拡
大し、妊娠期から出産後の家事、育児
負担の軽減と助言等による精神的サ
ポートを行う。
・妊婦と胎児の健康管理を図るために
確実な健康診査の受診を今後も勧めて
いく。特に妊婦歯科健診は母子手帳交
付時の受診勧奨を引き続き強化してい
く。
・産婦健康診査の実施により、産後の
母体の健康管理を強化し、医療機関と
の連携により、産後うつの早期発見、
早期支援を行う。

97件 —

の内数 の内数の内数

資料２
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・従前のペアレントトレーニング２回に
加え、前年度に試行した集団ペアトレを
２回実施する。
・BPプログラムについては前年度同
様、全ての月で切れ目のない開催を行
う。

継続 継続

ペアレントトレーニング受講者数 — 50人

BPプログラム受講者数 — 220組

・各支援センターが、こどもの保健、栄
養、生活習慣、遊び等に関する講座を企
画し、親が子育てを学ぶ場を提供する。
（各センター月１回以上）
・BPプログラムを実施することで、０
か月から６か月の育児をサポートする。
（年１回程度）
・センターを１施設新設する。

拡充 拡充

開催回数 830回 620回

・「親の力」をまなびあう学習プログラ
ムを活用し、子どもの成長段階に応じた
子育て応援講座を開催します。また、進
行役を務めるファシリテーターを養成
し、家庭教育を支援する。
・生涯学習まちづくり出前講座、生涯学
習センター等で実施する社会教育講座を
実施し、親が子育てについて学ぶ機会を
提供する。

継続 継続

「親の力」をまなびあう学習プログラム参加人数 700人 700人

・昨年度に引き続き、月1回の子育て講
座を実施し、親子のふれあいや親同士、
子ども同士の交流の場を提供する。

継続 継続

講座開催回数 12回 12回

講座参加者数 180組 180組

651

100,538

12回

親の子育て力の強化

250

66

保
育
課

・ペアレント・トレーニングを実施
し、子育てに悩みを持つ親を対象と
して、養育能力の向上、孤立感の軽
減、自尊感情の回復等を図ります。
・親子の絆づくりプログラム（BP
プログラム)を実施し、第1子（0歳
児）を育てている母親を対象とし
て、親子の絆づくり、母親同士の仲
間づくり、子育てに必要な知識の習
得を目的とした場を提供します。

こ
ど
も
家
庭
課

・各支援センターが、こどもの保
健、栄養、生活習慣、遊び等に関す
る講座を企画し、親が子育てを学ぶ
場を提供する。（各センター月１回
以上）
・BPプログラムを実施することで、
０か月から６か月の育児をサポート
する。（年１回程度）
・西条北部地区に支援センターを１
か所新設した。（平成２８年４月１
日）

220組

438人

3

・子育て講座を実施し、共通体験を
通して、親子のふれあいのきっかけ
をつくるとともに、子どもの興味や
関心についての理解を深める機会を
提供します。

青
少
年
育
成
課

新規

・「親の力」をまなびあう学習プロ
グラムを活用し、子どもの成長段階
に応じた子育て応援講座を開催しま
す。また、進行役を務めるファシリ
テーターを養成し、家庭教育を支援
します。
・生涯学習まちづくり出前講座、生
涯学習センター等で実施する社会教
育講座を実施し、親が子育てについ
て学ぶ機会を提供します。

生
涯
学
習
課

・地域子育て支援センター等におい
て、親が子育てを学ぶ場を一連の講
座形式として提供します。

116,600

・「親の力」をまなびあう学習プロ
グラム実施回数１８回、参加者数４
３８人。子育てサークルへの支援講
座実施回数１０回、参加者２３８
名。
「親の力」をまなびあう学習プログ
ラムの進行役を務めるファシリテー
ターの交流会等を行い、ファシリ
テーターのスキルアップを図った。
ファシリテーターの数４４人。

128

・「親の力」をまなびあう学習プログ
ラムを活用し、子どもの成長段階に応
じた子育て応援講座を開催します。ま
た、進行役を務めるファシリテーター
を養成し、家庭教育を支援する。
・生涯学習まちづくり出前講座、生涯
学習センター等で社会教育講座を実施
し、親が子育てについて学ぶ機会を提
供する。

276

95

・要支援の保護者を対象に個別に案
内を行いペアレントトレーニングを3
期実施した。また、学齢期の児童の
虐待も多いことから、小学校1～3年
生の児童を持つ保護者を対象に「集
団ペアトレ」を2期実施した。
・BPプログラムについては切れ目の
ない開催を実施し、当初見込んだ受
講者数を達成した。

605

・少人数（6人）及び集団版（20
人）ペアレントトレーニングをそれぞ
れ２期実施する。
・BPプログラムは、全ての月で切れ
目のない開催を行う。
・広島大学との連携事業により、第2
子以上の子どもをもつ母親への子育て
支援プログラムを作成する。

789

47人 —

145組 —

—

612回 —

—

102,322

・支援センターを3か所新設する。
（平成２９年４月１日開設済）
　西条北部地区：１か所
　西条南部地区：１か所
　黒瀬地区：１か所

—

・年12回（月1回）の子育て講座を
実施した。
　・陶板に残そう　かわいい手形
　・えいごであそぼう！
　・親子でリトミック　など 66

・平成29年度から「親子わくわく講
座」に名称を改め、親子のふれあいや
親同士、子ども同士の交流の場を提供
する。

の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・平日及び休日の夜間診療にも対応でき
るよう、東広島市夜間・休日急患セン
ター設置委員会を設置し、東広島市休日
診療所のセンター化に向けた協議を行
う。
・休日夜間の初期救急患者等のために、
医師会と連携し、在宅当番医制及び休日
診療所を維持・強化させ、初期救急の診
療体制の更なる充実を図る。
・子育て世代が安心して生活できる環境
を整備するため、小児科新規開業支援事
業を実施し、市内の小児科診療所の開業
を促進する。
・産科・周産期医療、小児医療の充実を
図るため、産科医等確保支援事業及び小
児救急医療支援事業等の補助事業を実施
し、産科・小児科等の医師が就業・定着
し易い環境整備を支援する。

拡充 拡充

初期（一次）救急医療機関数（※東広島地区） 29機関 30機関

・乳幼児等医療費公費負担における入院
医療費助成の対象年齢を小学生６年生か
ら中学３年生まで拡充した。
・子育て期における経済的負担の軽減の
ために制度拡充を検討する。

継続 拡充

児童手当受給者数（2月末現在） — —

乳幼児医療等医療費助成受給者数（３月末現在） — —

継続

・産科・周産期医療、小児医療の充
実を図るため、産婦人科・小児科等
の医師が就業・定着しやすい環境整
備を支援します。
・休日夜間の初期救急患者等のため
に、医師会と連携し、在宅当番医制
の維持・強化を図ります。

健
康
増
進
課

★
5

子育て世帯の経済的
負担の軽減

こ
ど
も
家
庭
課

継続

子どもに関する医療
体制の充実

—

—

—

・乳幼児等医療費公費負担、児童手
当の支給などにより、子育てに関す
る経済的負担の軽減を図り、子ども
の育ちを支援します。

3,765,205

・乳幼児等医療費公費負担における通
院医療費の支給対象となる年齢を就学
前から小学３年生まで拡大する。

52,739

3,787,327

4

・窓口や広報等での各種手当や給付
等の制度の周知徹底を継続して行っ
た。

・東広島市夜間・休日急患センター
設置委員会を設置し、平日及び休日
の夜間診療にも対応できるよう、東
広島市休日診療所のセンター化に向
けた協議を4回実施した。
・平日夜間及び休日の初期救急患者
等のために、医師会と連携し、在宅
当番医制及び休日診療所を維持・強
化させ、初期救急の診療体制の更な
る充実を図った。
・子育て世代が安心して生活できる
環境を整備するため、小児科新規開
業支援事業を実施し、市内に新規開
業した小児科診療所１施設に対して
補助を行った。
・産科・周産期医療、小児医療の充
実を図るため、産科医等確保支援事
業及び小児救急医療支援事業等の補
助事業を実施し、産科・小児科等の
医師が就業・定着し易い環境整備を
支援した。

48,935

・平日及び休日の夜間診療にも対応で
きるよう、東広島市休日診療所のセン
ター化に向けた協議を引き続き実施
し、基本構想を策定する。
・平日夜間及び休日の初期救急患者等
のために、医師会と連携し、在宅当番
医制及び休日診療所を維持・強化さ
せ、初期救急の診療体制の更なる充実
を図る。
・子育て世代が安心して生活できる環
境を整備するため、小児科新規開業支
援事業を実施し、市内の小児科診療所
の開業を促進する。
・産科・周産期医療、小児医療の充実
を図るため、産科医等確保支援事業及
び小児救急医療支援事業等の補助事業
を実施し、産科・小児科等の医師が就
業・定着し易い環境整備を支援する。

57,383

3,959,385

11,425人

29機関

15,410人
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策２　ひとり親家庭の自立支援の充実

・窓口相談および児童扶養手当新規申請
時、現況届時に制度の周知を図る。
・就職や転職を希望する児童扶養手当を
受給しているひとり親に対し、個別の支
援プログラムを作成することにより、丁
寧な支援を継続的に行う。

継続 継続

自立支援プログラム策定件数 － －

教育訓練給付金及び高等職業訓練促進給
付金支給件数

－ －

・子どもを育成する家庭その他住宅の確
保に特に配慮を要する者の居住の安定の
確保を図るため、公営住宅の入居者選考
において優先的な取扱いを行う。

継続 継続

全申込世帯数 — —

ひとり親世帯申込世帯数 — —

ひとり親世帯入居決定世帯数 — —

・ひとり親家庭の生活の安定と自立の促
進に寄与するため児童扶養手当を支給
し、また、医療費の負担を軽減すること
により、児童の福祉の増進を図る。

継続 継続

児童扶養手当受給者数（3月末現在） － －

ひとり親家庭等医療受給者数（3月末現在） － －

—

・ひとり親家庭やその他住宅の確保
に特に配慮を要する者の居住の安定
の確保を図るため、公営住宅の入居
者選考において優先的な取扱いを行
います。

住
宅
課

ひとり親家庭の自立
支援の充実

6

7
ひとり親家庭の経済

的負担の軽減

・ひとり親家庭等医療費公費負担、
児童扶養手当の支給などにより、ひ
とり親家庭の経済的負担の軽減を図
り、子どもの育ちを支援します。

こ
ど
も
家
庭
課

継続

・就労に関する相談や母子及び父子
家庭自立支援教育訓練給付金の支給
など各種助成を行うことにより、ひ
とり親家庭の自立（就労）を支援
し、制度の周知を図ります。

こ
ど
も
家
庭
課

継続

662,285

・ひとり親家庭の生活の安定と自立の
促進に寄与するため児童扶養手当を支
給し、また、医療費の負担を軽減する
ことにより、児童の福祉の増進を図
る。666,751

12,897

—

・児童扶養手当の支給、医療費の負
担軽減を通じて、ひとり親家庭の児
童の福祉増進を図った。

684,880

2,152人

18件 —

・窓口相談および児童扶養手当新規
申請時、現況届時に制度の周知を
図った。
・就職や転職を希望する児童扶養手
当を受給しているひとり親に対し、
個別の支援プログラムを作成するこ
とにより丁寧な支援を行い、申込者
の半数以上が就職・転職することが
できた。

18,517

・窓口相談および児童扶養手当新規申
請時、現況届時に制度の周知を図る。
・就職や転職を希望する児童扶養手当
を受給しているひとり親に対し、個別
の支援プログラムを作成することによ
り、丁寧な支援を継続的に行う。

21,531

・子どもを育成する家庭その他住宅
の確保に特に配慮を要する者の居住
の安定の確保を図るため、公営住宅
の入居者選考において優先的な取扱
いを行った。 —

・子どもを育成する家庭その他住宅の
確保に特に配慮を要する者の居住の安
定の確保を図るため、公営住宅の入居
者選考において優先的な取扱いを行
う。 —

—

1,344人 —

32件 —

68 —

224 —

17
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策３　障害のある子どもへの支援の充実

・東広島市内に保育施設を有する保育所
（認定こども園）、幼稚園等に在籍する
児童の心身の健全な成長を支援するた
め、保育コーディネーターとともに保育
巡回相談を実施する。
・必要なアセスメントを実施し、個別支
援計画を作成して保育所、幼稚園など次
のライフステージにつなぐまでの移行支
援を行うことを目的に、「子ども発達サ
ポートすてっぷ教室」を実施する。
・はあとふるにおいて個別のケースワー
クを行う。

継続 6,317 拡充 10,467

保育巡回相談 — — — —

すてっぷ教室 4施設12人 77 4施設12人 57

発達障害相談件数 — 6,240 — 9,967

療育待機児童相談業務参加件数 — — ５人×１０回 443

・子育て・障害総合支援センター（はあ
とふる）とともに保育所巡回相談に参加
する。
・健診事後教室、個別相談を実施し、健
診後の相談支援体制を継続する。

継続 継続

個別相談件数 — —

・子育て・障害総合支援センター（はあ
とふる）との連携を図りながら、保育所
（園）、幼稚園、放課後児童クラブでの
発達障害のある子どもの受け入れ体制を
充実させる。
・高い専門性をもった保育コーディネー
ターの養成講座（年4回）、フォロー
アップ研修（年3回）、スキルアップ研
修を実施することで、より良い支援につ
なげる。
・平成28年度から市直営により実施す
る。

継続 継続

研修参加人数 117人 170人

障
害
福
祉
課

こ
ど
も
家
庭
課

8

・子育て・障害総合支援センター
（はあとふる）の体制を充実し、発
達障害のある子どもの幼少期から成
人期のライフステージにおいて、幼
稚園、保育所（園）、学校等が主体
的かつ効果的な支援に取り組めるよ
うバックアップを行います。
・特別な支援が必要な子どもについ
ても、保育所（園）、幼稚園、放課
後児童クラブでの受け入れ体制を整
え、一人ひとりに必要な手立てを
行ったうえで、健全な心身の発達を
促します。

発達障害のある子ど
もへの支援

拡充

7,066

3,880

3,821

—

191件

176人

保
育
課

—

—

—

・東広島市内に保育施設を有する保
育所（認定こども園）、幼稚園等に
在籍する児童の心身の健全な成長を
支援するため保育巡回相談を実施し
た。
・必要なアセスメントを実施し、個
別支援計画を作成して保育所、幼稚
園など次のライフステージにつなぐ
までの移行支援を行うことを目的
に、「子ども発達サポートすてっぷ
教室」を実施した。
・はあとふるにおいて個別のケース
ワークを行った。

・東広島市内に保育施設を有する保育
所（認定こども園）、幼稚園等に在籍
する児童の心身の健全な成長を支援す
るため、保育コーディネーターととも
に保育巡回相談を実施する。
・必要なアセスメントを実施し、個別
支援計画を作成して保育所、幼稚園な
ど次のライフステージにつなぐまでの
移行支援を行うことを目的に、「子ど
も発達サポートすてっぷ教室」を実施
する。
・はあとふるにおいて個別のケース
ワークを行う。
・療育機関利用の待機期間が長い子ど
もの保護者支援を目的とし、相談や交
流の場を提供する。

・はあとふる職員と共に135施設の
保育園等に巡回し、健診事後教室や
個別相談でかかわった児の様子を確
認し、関係者間での情報共有を行
い、健診後の相談体制の評価を行っ
た。

3,547

・子育て・障害総合支援センター（は
あとふる）とともに保育所巡回相談に
参加する。
・健診事後教室、個別相談を実施し、
健診後の相談支援体制を継続する。

3,555

・高い専門性をもった保育コーディ
ネーターの養成講座（年３回）を開
催するとともにとともに、フォロー
アップ研修（年3回）の実施によって
コーディネーターの育成を行った。

325

・子育て・障害総合支援センター（は
あとふる）との連携を図りながら、保
育所（園）、幼稚園、放課後児童クラ
ブでの発達障害のある子どもの受け入
れ体制を充実させる。
・高い専門性をもった保育コーディ
ネーターの養成講座（年4回）、フォ
ローアップ研修（年3回）、スキル
アップ研修を実施することで、より良
い支援につなげる。
・平成29年度から委託により実施す
る。

3091件 —

44施設212人 —

3,625

3施設9人 —

の内数

の内数

の内数

の内数 の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・特別支援学級と通常の学級において個
別の教育支援計画と個別の指導計画の作
成を徹底し、障害のある幼児児童生徒へ
の支援体制の充実を図る。
・特別支援教育に関する専門研修や特別
支援コーディネーターを対象とする研修
を実施し、特別な支援を要する児童生徒
に対する効果的な指導・支援の方法等に
ついて理解を深める。
・学校からの要望に応じて専門家による
巡回相談を行い、発達障害のある幼児児
童生徒の理解と学習・生活面での指導・
支援のあり方について、医療等の専門的
見地から指導・助言を受け、学校等にお
ける特別支援教育の充実を図る。

継続 継続

支援が必要な児童生徒に
「個別の指導計画」を作成した割合

95% 95%

・子育て・障害総合支援センターにコー
ディネーターを配置し、関係機関と連携
した相談支援やライフステージ移行支援
を行う。

継続 継続

はあとふる相談実績 — —

・障害児福祉手当・重度心身障害児福祉
手当の給付、福祉助成券（タクシー乗車
助成券・紙おむつ購入助成券）の交付、
重度心身障害者医療費助成、難聴児児童
発達支援センター通所助成により、障害
のある子どもやその家庭の経済的負担の
軽減を図り、子どもの育ちを支援する。

継続 598,153 継続 611,968

障害児福祉手当 — 25,108 — 25,755

重度心身障害児福祉手当 — 1,800 — 1,944

福祉助成券（タクシー乗車助成券） — 38,158 — 39,027

福祉助成券（紙おむつ購入助成券） — 11,088 — 11,069

重度心身障害者医療費助成（３月末） — 521,897 — 533,933

難聴児児童発達支援センター通所助成 — 102 — 240

59,132

626,712

4,119

—

—

9
障害のある子どもに
対する相談体制の充

実

・基幹障害者相談支援センターの機
能の見直しを図り、市内相談事業所
との連携により、相談窓口としての
機能強化を図ります。
・障害者ケアマネジメントの手法を
用いて、福祉サービス利用援助、社
会生活力向上支援、社会資源利用援
助、専門機関紹介等を行います。

障
害
福
祉
課

指
導
課

28,958

障
害
福
祉
課

継続

10,212件

3人

92%

交付5,008枚(使用4,435枚)

3月末4,098人

147人 —

—

10
障害のある子どもの
経済的負担の軽減

・各種手当の給付、福祉助成券の交
付、重度心身障害者医療費助成等に
より、障害のある子どもやその家庭
の経済的負担の軽減を図り、子ども
の育ちを支援します。

—

・特別支援学級と通常の学級におい
て個別の教育支援計画と個別の指導
計画の作成を徹底し、障害のある幼
児児童生徒への支援体制の充実を
図った。
・特別支援教育に関する専門研修や
特別支援コーディネーターを対象と
する研修を実施し、特別な支援を要
する児童生徒に対する効果的な指
導・支援の方法等について理解を深
めた。
・学校からの要望に応じて専門家に
よる巡回相談を行い、発達障害のあ
る幼児児童生徒の理解と学習・生活
面での指導・支援のあり方につい
て、医療等の専門的見地から指導・
助言を受け、学校等における特別支
援教育の充実を図った。

3,743

継続

・障害児福祉手当・重度心身障害児
福祉手当の給付、福祉助成券（タク
シー乗車助成券・紙おむつ購入助成
券）の交付、重度心身障害者医療費
助成、難聴児児童発達支援センター
通所助成により、障害のある子ども
やその家庭の経済的負担の軽減を図
り、子どもの育ちを支援した。

・障害児福祉手当・重度心身障害児福
祉手当の給付、福祉助成券（タクシー
乗車助成券・紙おむつ購入助成券）の
交付、重度心身障害者医療費助成、難
聴児児童発達支援センター通所助成に
より、障害のある子どもやその家庭の
経済的負担の軽減を図り、子どもの育
ちを支援する。

3,972

・子育て・障害総合支援センターの
管理運営を行い、障害者相談支援セ
ンター及びキッズプラザを中心に、
関係機関と連携した相談支援やライ
フステージ移行支援を行った。
・キッズプラザを移転した。

55,387

・子育て・障害総合支援センターの管
理運営を行い、障害者相談支援セン
ター及びキッズプラザを中心に、関係
機関と連携した相談支援やライフス
テージ移行支援を行う。

78人 —

交付136,980枚(使用77,435枚) —

—

・特別支援学級と通常の学級において
個別の教育支援計画と個別の指導計画
の作成を徹底し、障害のある幼児児童
生徒への支援体制の充実を図る。
・特別支援教育に関する専門研修や特
別支援教育コーディネーターを対象と
する研修を実施し、特別な支援を要す
る幼児児童生徒に対する効果的な指
導・支援の方法等について理解を深め
る。
・学校からの要望に応じて専門家によ
る巡回相談を行い、発達障害のある幼
児児童生徒の理解と学習・生活面での
指導・支援のあり方について、医療等
の専門的見地から指導・助言を受け、
学校等における特別支援教育の充実を
図る。

の内数 の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・居宅での生活をサポートする、障害福
祉サービス（居宅介護、短期入所、移動
支援、日中一時支援等）をサービス等利
用計画（案）に基づき支給決定する。
・身体の損なわれた機能を補完・代替す
る補装具費の支給、日常生活上の困難を
改善する日常生活用具の給付や介護者へ
の慰労金の支給など、障害がある子ども
の在宅生活を支援する。
・障害のある子どもが身近な地域で支援
が受けられるよう、障害児通所支援（児
童発達支援、医療型児童発達支援、放課
後等デイサービス、保育所等訪問支援）
をサービス等利用計画（案）に基づき支
給決定する。

継続 3,091,037 継続 3,380,458

障害福祉サービス — 2,568,305 — 2,771,715

補装具費 — 47,096 — 43,008

日常生活用具 — 32,797 — 36,000

慰労金 — 3,460 — 3,600

障害児通所支援 — 439,379 — 526,135

基本施策４　子どもと女性の人権擁護

・要保護児童対策地域協議会を年2回開
催し、関係機関の連携強化により児童虐
待の早期発見・早期解決を図る。
・児童虐待防止の普及啓発のため、オレ
ンジリボン・キャンペーンを実施する。
・児童虐待予防講座として、ペアレント
トレーニング（うち２期は団体版）、
BPプログラムを実施する。

継続 継続

— — —

・配偶者等の暴力のある者を母子生活支
援施設に入所措置する。
・措置に当たっては、県外施設への入所
を優先し、入所者の安全確保と自立助長
を図るとともに施設と情報交換を徹底す
る。

継続 継続

— — —

3,026,681

1,431

障
害
福
祉
課

13 DV被害者の支援

・DV（配偶者等からの暴力）被害
者を保護し、生活・教育・就職等、
生活基盤を整えるための支援をしま
す。

こ
ど
も
家
庭
課

継続

12 児童虐待の防止

・要保護児童対策地域協議会（子ど
もを守る地域ネットワーク）を運営
し、医療・保健・教育・警察など地
域の関係機関の連携強化により児童
虐待の早期発見・早期解決を図りま
す。
・児童虐待防止推進月間の啓発活
動、児童虐待防止講座等により、児
童虐待の防止に資する取り組みを積
極的に行います。

こ
ど
も
家
庭
課

拡充

—

7,963

10,063件

・居宅での生活をサポートする、障
害福祉サービス（居宅介護、短期入
所、移動支援、日中一時支援等）を
実施します。
・補装具費の支給、日常生活用具の
給付や介護者への慰労金の支給な
ど、障害がある子どもの在宅生活を
支援します。
・障害のある子どもが身近な地域で
支援が受けられるよう、障害児通所
支援（児童発達支援、医療型児童発
達支援、放課後等デイサービス、保
育所等訪問支援）を実施します。

継続11
障害のある子どもに
対する福祉サービス

の実施

—

・要保護児童対策地域協議会につい
て、代表者会議２回、実務者会議４
回、ケース会議を11回開催した。
・児童虐待防止の普及啓発のため、
オレンジリボン・キャンペーンを実
施した。
・児童虐待講座としてペアレントト
レーニング（個別3期、集団2期）を
5期47名、ＢＰプログラムを15期
220組に対して実施した。

1,134

・要保護児童対策地域協議会を年2回
開催し、関係機関の連携強化により児
童虐待の早期発見・早期解決を図る。
・児童虐待防止の普及啓発のため、オ
レンジリボン・キャンペーンを実施す
る。
・児童虐待予防講座として、ペアレン
トトレーニング、BPプログラムを実
施する。
・広島大学との連携事業により、第2
子以上の子どもをもつ母親への子育て
支援プログラムを作成する。

1,452

・引き続き保護が必要な1世帯及び新
たに配偶者の暴力のあった2世帯、計
3世帯について、母子生活支援施設に
措置した。
・措置にあたって、入所者訪問を行
い自立助長を図るとともに施設と情
報交換を徹底した。

4,936

・配偶者等の暴力のある者を母子生活
支援施設に入所措置する。
・措置にあたっては、県外施設への入
所を優先し、入所者の安全確保と自立
助長を図るとともに施設と情報交換を
徹底する。

10,752

— —

—

173件 —

366件 —

ストマ(2,507件)ストマ以外(587件) —

24,400件 —

・居宅での生活をサポートする、障
害福祉サービス（居宅介護、短期入
所、移動支援、日中一時支援等）を
サービス等利用計画（案）に基づき
支給決定した。
・身体の損なわれた機能を補完・代
替する補装具費の支給、日常生活上
の困難を改善する日常生活用具の給
付や介護者への慰労金の支給など、
障害がある子どもの在宅生活を支援
した。
・障害のある子どもが身近な地域で
支援が受けられるよう、障害児通所
支援（児童発達支援、医療型児童発
達支援、放課後等デイサービス、保
育所等訪問支援）をサービス等利用
計画（案）に基づき支給決定した。

・居宅での生活をサポートする、障害
福祉サービス（居宅介護、短期入所、
移動支援、日中一時支援等）をサービ
ス等利用計画（案）に基づき支給決定
する。
・身体の損なわれた機能を補完・代替
する補装具費の支給、日常生活上の困
難を改善する日常生活用具の給付や介
護者への慰労金の支給など、障害があ
る子どもの在宅生活を支援する。
・障害のある子どもが身近な地域で支
援が受けられるよう、障害児通所支援
（児童発達支援、医療型児童発達支
援、放課後等デイサービス、保育所等
訪問支援）をサービス等利用計画
（案）に基づき支給決定する。

の内数 の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・人権が尊重されるまちづくりをめざ
し、様々な研修、啓発を実施する。
・「人権の花運動」を実施し、小学生に
花の種を育てる体験を通じて思いやりの
心を体得させ、人権意識を育む。
・デートＤＶ啓発リーフレットを成人式
で配布し、若年者への啓発を図る。

継続 継続

参加者数 1,400人 1,400人

満足度 90% 90%

・生涯学習センター及び地域センターに
おいて、異文化共生、世代間交流、男女
共同参画などを進めるための人権教育講
座を開催する。

継続 継続

人権教育講座参加人数 1,200人 1,200人

・東広島市人権教育及び人権啓発推進計
画に基づき、各学校において人権教育を
推進する。

継続 継続

人権教育を推進している学校の割合 100% 100%

・部落解放同盟広島県連合会が主催する
部落解放・人権啓発講座等に延べ３回、
18人の職員を参加させる。
・ジェンダー問題等のテーマで、「男女
共同参画社会づくりセミナー」を開催
し、100人の職員を参加させる。

継続 継続

人権研修会・セミナー参加職員数 118人 118人

生
涯
学
習
課

99%

指
導
課

・「人権教育及び人権啓発推進基本
計画」に基づき、人権が尊重される
まちづくりをめざし、人権教育・啓
発の効果的な推進を図ります。
・児童虐待やいじめ等、子どもの人
権に関する問題の解決に向けて、学
校や地域における人権教育を推進し
ます。
・DV（配偶者等からの暴力）の予
防的な取り組みとして、デートDV
防止など女性の人権に関する教育・
啓発の効果的な推進を図ります。

人
権
男
女
共
同
参
画
課

人権教育・啓発の推
進

14 拡充

857人

職
員
課

—

—

9,722

420

—

138

・生涯学習センター及び地域セン
ターにおいて人権教育講座を開催し
た。
５２回、参加者８５７人。

280

148人 —

—100%

・東広島市人権教育及び人権啓発推
進計画に基づき、各学校において人
権教育を推進した。 —

・東広島市人権教育及び人権啓発推進
計画に基づき、各学校において人権教
育を推進する。

・人権が尊重されるまちづくりをめ
ざし、様々な研修、啓発を実施し
た。
・「人権の花運動」を実施し、小学
生に花の種を育てる体験を通じて思
いやりの心を体得させ、人権意識を
育んだ。
・デートＤＶ啓発リーフレットを成
人式で配布し、若年者への啓発を
図った。

7,241

・人権が尊重されるまちづくりをめざ
し、様々な研修、啓発を実施する。
・「人権の花運動」を実施し、小学生
に花の種を育てる体験を通じて思いや
りの心を体得させ、人権意識を育む。
・デートＤＶ啓発リーフレットを成人
式で配布し、若年者への啓発を図る。

・部落解放同盟広島県連合会が主催
する部落解放・人権啓発講座等に延
べ３回、18人の職員が参加した。
・棚田里美氏を講師に迎え、イクボ
スのテーマで、「男女共同参画社会
づくりセミナー」を開催し、197人
の職員が参加した。

109

・部落解放同盟広島県連合会が主催す
る部落解放・人権啓発講座等に延べ３
回、18人の職員を参加させる。
・ジェンダー問題等のテーマで、「男
女共同参画社会づくりセミナー」を開
催し、100人の職員を参加させる。

・生涯学習センター及び地域センター
において、異文化共生、世代間交流、
男女共同参画などを進めるための人権
教育講座を開催する。

8,995

410

1,353人 —

—

138

の内数 の内数 の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本目標２　地域の子育て支援力の強化

基本施策１　地域における子育て支援の充実

・「保育コーディネータ－」の育成講座
（年4回）及び保育コーディネーター代
表会議（年3回）を行い、保育コーディ
ネーターのスキル向上を推進する。
・保育コーディネーターのフォローアッ
プ講座（年3回）、子育てサポート研修
（年16回）の実施によって、より多く
の支援者が研修を受けることができるよ
うにする。支援センター、児童館等の相
談員は、年４回の支援者会議や子育てサ
ポート研修にも参加する。
・子育てサークル・ボランティアの育成
等を推進する。
・平成28年度から市直営により実施す
る。

継続 継続

研修参加人数 1,100人 1,200人

・相談機能及び交流機能の充実と地域子
育て支援拠点事業の実施施設数の拡充を
図る。
・子育て支援者会議（年４回）や地域機
能強化、利用者支援会議（年６回）にお
けるグループワークや講演を通して各セ
ンターの相談業務に関する学習、情報交
換等を行う。
・市主催のイベントに参加し、市民に対
してセンターの情報を発信する。
・平成28年度に1施設新設している。

拡充 拡充

研修参加人数 160人 160人

・各種イベント等の募集や施設の利用案
内を周知することにより、利用者の増加
に取り組む。
・利用者のニーズを把握して、事業内容
の見直しに取り組む。

継続 継続

— — —

・基幹型子育て支援センターの運営
体制の充実及び実施施設数の拡充を
図るとともに、「保育コーディネー
タ－」の養成講座（年３回）を開催
した。
・保育コーディネーターのフォロー
アップ講座（年３回）、子育てサ
ポート研修（年16回）を実施するこ
とによって、臨時・非常勤職員を含
むより多くの支援者が研修を受ける
ことができた。支援センター、児童
館等の相談員は、年４回の支援者会
議や子育てサポート研修にも参加し
た。
・子育てサークル・ボランティアの
育成等については、引き続き推進す
る必要がある。

15
基幹型子育て支援セ
ンターの機能強化

・地域における子育て支援の中核施
設として、「基幹型子育て支援セン
ター」を運営し、相談業務のほか、
相談機関相互の連絡調整、子育て情
報の一元的提供を実施します。
・「保育コーディネーター」の役割
を明確化し、その育成を行います。
・子育てサークル・ボランティアを
育成、支援し、関連情報の収集・提
供、ネットワーク化を図ります。

保
育
課

拡充

17
児童館及び児童館的
機能施設の利用促進

・子どもの心身の健康を増進し、情
操の豊かな人間形成を図るため、地
域と連携し、0歳から18歳未満の子
どもに健全な遊びを提供します。
・既存の児童館及び児童館的機能施
設の利用促進を図ります。

保
育
課

3,821

100,538

29,073継続

・各種イベント等の募集や施設の利
用案内の周知を行った。
【年間利用者数】
黒瀬児童館 16,340人（対前年度比
－708人）
安芸津児童館10,440人（同 ＋526
人）
ブランコ 15,607人（同 －2,221
人）

★
16

地域子育て支援拠点
事業の充実

・多様化する子育てに関する相談内
容に対応できるよう、相談機能の高
度化を図り、関係機関との連携を強
化します。
・子育て負担感の緩和や仲間づくり
を支援するため、主に未就園児とそ
の親が気軽に集い、交流を図る場を
提供します。

保
育
課

拡充

165人

325

・「保育コーディネータ－」の育成講
座（年4回）及び保育コーディネー
ター代表会議（年3回）を行い、保育
コーディネーターのスキル向上を推進
する。
・保育コーディネーターのフォロー
アップ講座（年3回）、子育てサポー
ト研修（年16回）の実施によって、
より多くの支援者が研修を受けること
ができるようにする。支援センター、
児童館等の相談員は、年４回の支援者
会議や子育てサポート研修にも参加す
る。
・子育てサークル・ボランティアの育
成等を推進する。
・平成2９年度から委託により実施す
る。

—

1,222人 —

27,880

・各種イベント等の募集や施設の利用
案内を周知することにより、利用者の
増加に取り組む。
・利用者のニーズを把握して、事業内
容の見直しに取り組む。

3,625

・子育て支援者会議（年４回）や地
域機能強化、利用者支援会議（年６
回）におけるグループワークや講演
を通して各センターの相談業務に関
する学習、情報交換等を行うことが
できた。
・市主催のイベントに参加し、市民
に対してセンターの情報を発信する
ことができた。

102,322

・相談機能及び交流機能の充実と地域
子育て支援拠点事業の実施施設数の拡
充を図る。
・子育て支援者会議（年４回）や地域
機能強化、利用者支援会議（年６回）
におけるグループワークや講演を通し
て各センターの相談業務に関する学
習、情報交換等を行う。
・市主催のイベントに参加し、市民に
対してセンターの情報を発信する。
・平成２９年度からセンターを３施設
新設している。

116,600

39,693

— —

の内数の内数の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・園庭解放、保育コーディネーターの配
置による相談機能の高度化、出前講座等
の充実により、在宅児を含めた地域にお
ける子育て支援を推進する。
・保育コーディネーターは年3回のフォ
ローアップ講座、スキルアップ研修を受
け、より高い専門性を習得する。巡回相
談等に積極的に参加することによって、
実践から具体的な支援を学ぶ機会とす
る。

継続 継続

保育コーディネータ認定数 — —

・市民協働の子育てしやすいまちづくり
を目指し、住民同士の子育ての助け合い
をサポートする本事業について、チラシ
を保育所及びいきいきこどもクラブ、地
域子育て支援拠点等に配布するなど、広
報・周知活動を強化する。
・いきいきこどもクラブの終了時間の延
長によって、利用件数が減少傾向にある
ことから、新規会員登録した依頼会員に
１時間分の利用料６００円の助成を行
い、依頼会員数の増加及び利用の促進を
図る。

継続 継続

登録会員数 850人 1,000人

基本施策２　子育て支援のネットワークづくり

・基幹型子育て支援センターが主催する
各種会議の開催等により、子育て支援関
係機関の連携強化を図るとともに、子育
て支援のネットワークの専門性を高め相
談機能の高度化を図るため、保育士等の
資質向上に取り組む。
・子育て支援者会議（年４回）や地域機
能強化、利用者支援会議（年６回）にお
けるグループワークを通して、各施設の
取組状況や支援等についての情報交換を
行い、今後の課題を探っていく。

継続 継続

利用者支援会議開催数 6回 6回

—

継続

こ
ど
も
家
庭
課

—

・基幹型子育て支援センターが主催
する各種会議の開催等により、子育
て支援関係機関の連携強化を図ると
ともに、子育て支援のネットワーク
の専門性を高め相談機能の高度化を
図るため、保育士等の資質向上に取
り組む。
・子育て支援者会議（年４回）や地
域機能強化、利用者支援会議（年６
回）におけるグループワークを通し
て各施設の取組状況や支援等につい
ての情報交換を行い、保護者に寄り
添った支援につなげることができ
た。

325

・地域子育て支援センターなど、子育
てに対する負担感の緩和や仲間づくり
に取り組む場を活用して、子育てサー
クル・子育てサロンを支援するととも
に、関連情報を収集・提供し、ネット
ワーク化を進める。

3,821

保育所（園）におけ
る子育て支援の推進

・園庭開放を充実し、地域との交流
を推進します。
・各保育所（園）に配置している
「保育コーディネーター」を中心
に、相談機能の高度化を図るととも
に、出前講座制度等を活用した地域
における子育て支援を推進します。

保
育
課

継続

—

18

7,208

958人

3,625

19

20

子育て支援者のネッ
トワークづくり

[保育課]

・基幹型子育て支援センターが主催
する各種会議の開催等により、子育
て支援関係機関の連携強化を図ると
ともに、子育て支援のネットワーク
の専門性を高め相談機能の高度化を
図るため、保育士等の資質向上に取
り組みます。

保
育
課

継続

6回

・子育ての支援を受けたい人と行い
たい人が会員登録し、子どもの送迎
（保育所（園）、幼稚園、小学校
等）、子どもの預かり等、子育てに
ついての助けあいを行う仕組みを運
営します。
・効果的な広報・周知活動を行い、
特に、提供会員数の増加を図りま
す。

ファミリー・サポー
ト・センターの利用

促進

・各種イベント等の募集や施設の利
用案内の周知を行った。
【年間利用者数】
黒瀬児童館 16,340人（対前年度比
－708人）
安芸津児童館10,440人（同 ＋526
人）
ブランコ 15,607人（同 －2,221
人）

27,880

・各種イベント等の募集や施設の利用
案内を周知することにより、利用者の
増加に取り組む。
・利用者のニーズを把握して、事業内
容の見直しに取り組む。

39,693

—

・市民協働の子育てしやすいまちづ
くりを目指し、住民同士の子育ての
助け合いをサポートする本事業につ
いて、チラシを保育所及びいきいき
こどもクラブに配布した。また、プ
レスネット、マイタウン広島及びＦ
Ｍ東広島など多様な媒体を用いて広
報を行った。
・いきいきこどもクラブの終了時間
の延長によって、利用件数が減少傾
向にあることから、新規会員登録し
た依頼会員に１時間分の利用料６０
０円の助成を行った。利用料金の助
成利用者は２０人であった。

6,625

・利用会員への利用実態調査を実施
し、依頼会員のセンターに対する要望
や、提供会員の現時点での活動の可否
を聞き取り、センターの体制を整え
る。
・母子保健推進員に対する研修を実施
し、提供会員を確保する。
・病児の預かりについて両会員にアン
ケート調査を実施し、来年度以降の病
児預かり活動の可否や方法を考察す
る。

7,296

—
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・地域子育て支援センターなど、子育て
に対する負担感の緩和や仲間づくりに取
り組む場を活用して、子育てサークル・
子育てサロンを支援するとともに、関連
情報を収集・提供し、ネットワーク化を
進める。
・センターを１施設新設する。

拡充 拡充

子育てサークル・子育てサロン登録数 40件 40件

・マタニテイ教室のつどいを地域子育て
支援センターと連携して開催し、仲間づ
くりの機会を提供する。

継続 継続

参加組数 110組 80組

基本施策３　相談・情報提供体制の充実

・広報紙、ホームページにより、地域子
育て支援センターにおける活動情報を発
信するなど保育に関する子育て情報を提
供する。
・個別相談等の対応を行い、ケースに応
じた支援につなげていく。

継続 継続

— — —

・子育て情報を必要とする方に確実かつ
適切に情報提供できるよう、子育て情報
Webサイト「すくのび」の周知や、Web
連動冊子について、利用者目線で見直
し・改善を行う。

継続 継続

「すくのび」アクセス数（3月時点） 5,000回 10,500回

Kids☆めるまが会員数（年度末時点） 3,000人 3,200人3,018人 —

保
育
課

こ
ど
も
家
庭
課

・利用者目線の子育て情報を一元的
に提供する、子ども・子育て応援
Webサイトを官民連携事業により構
築し、既存のKids☆めるまが、子育
てガイドブック、広報紙等の各種媒
体と効果的に組合せ、子育て情報提
供体制を強化します。
・支援が必要な家庭が、必要なとき
に相談できるよう、相談事業のＰＲ
の強化を図ります。

子育て情報提供体制
の強化

拡充

100,538

37

—

1,832

22

—49件

—

・地域子育て支援センターなど、子
育てに対する負担感の緩和や仲間づ
くりに取り組む場を活用して、子育
てサークル・子育てサロンを支援す
るとともに、関連情報を収集・提供
し、ネットワーク化を進めている。

116,600

・母親同士の悩みを互いに解決する
ため、母親学級受講者を対象に、再
度仲間づくりの場を提供する母親学
級のつどいを開催します。

子育て当事者のネッ
トワークづくり

21

こ
ど
も
家
庭
課

継続

61組

・地域子育て支援センターなど、子
育てに対する負担感の緩和や仲間づ
くりに取り組む場を活用して、子育
てサークル・子育てサロンを支援す
るとともに、関連情報を収集・提供
し、ネットワーク化を図ります。

保
育
課

・出産後にマタニティ教室受講者の
集まりを行い、仲間づくりの機会を
設けた。また、地域子育て支援セン
ターを会場にすることで、身近な子
育て支援の場を知るきっかけとなっ
た。

30

・マタニティ教室のつどいを地域子育
て支援センターと連携して開催し、仲
間づくりの機会を提供する。 36

—

・子育て情報を必要とする方に確実
かつ適切に情報提供できるよう、子
育て情報Webサイト「すくのび」の
Web連動冊子について、利用者目線
で見直し・改善を行い、子育てガイ
ドブックと一体化した冊子を作成し
た。

1,377

・子育て情報を必要とする方に確実か
つ適切に情報提供できるよう、子育て
情報Webサイト「すくのび」の周
知、子育てガイドブックの作成、
Kidsめるまがの配信、フェイスブッ
クでの情報発信を行い、子育て情報提
供を有効的に行う。

1,974

10,120回 —

102,322

・広報紙、ホームページにより、地域
子育て支援センターにおける活動情報
を発信するなど保育に関する子育て情
報を提供する。
・個別相談等の対応を行い、ケースに
応じた支援につなげていく。

・広報紙、ホームページにより、地
域子育て支援センターにおける活動
情報を発信するなど保育に関する子
育て情報を提供するとともに、個別
相談等の対応を行い、ケースに応じ
た支援につなげている。

—

・広報紙、ホームページにより、地域
子育て支援センターにおける活動情報
を発信するなど保育に関する子育て情
報を提供する。
・個別相談等の対応を行い、ケースに
応じた支援につなげていく。

— —

の内数 の内数の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・保育所（園）、幼稚園、認定こども
園、はあとふる、キッズプラザ（ゆめも
くば、ブランコ）などの連携を推進し、
相談機能体制の充実を図るとともに、子
育てサポート研修等を実施し、相談体制
の充実を推進する。

継続 継続

サポート研修参加人数 900人 900人

・県西部こども家庭センターをはじめ関
係機関との連携により、育てや家庭を取
り巻く様々な問題に関する相談、児童虐
待やＤＶへの対応を行う。

継続 継続

— —

・昨年同様、児童青少年総合相談室にお
ける教育相談、子育て相談を進める。
・市立全小中学校での心のサポーターに
よる相談業務を進める。

継続 継続

相談室利用者数 500人 500人

心のサポーター対応者 5,000人 5,000人

—

10,933

13,072

・児童青少年総合相談室を火曜日～
日曜日に開室し、教育相談、子育て
相談を受けた。
・市立の全小中学校に心のサポー
ターを派遣し、保護者や児童生徒の
相談等を受けた

12,913

・昨年同様、児童青少年総合相談室に
おける教育相談、子育て相談を進め
る。
・市立全小中学校での心のサポーター
による相談業務を進める。

・県西部こども家庭センターをはじ
め関係機関との連携により、育てや
家庭を取り巻く様々な問題に関する
相談、児童虐待やＤＶへの対応を
行った。

10,681

・保育施設や相談機関相互の連携を
推進するとともに、子育てサポート
研修を実施し、相談機能体制の充実
を図ることができた。

—

・保育所（園）、幼稚園、認定こども
園、はあとふる、キッズプラザ（ゆめ
もくば、ブランコ）などの連携を推進
し、相談機能体制の充実を図るととも
に、子育てサポート研修等を実施し、
相談体制の充実を推進する。

—

・県西部こども家庭センターをはじめ
関係機関との連携により、育てや家庭
を取り巻く様々な問題に関する相談、
児童虐待やＤＶへの対応を行う。

子育て相談体制の強
化

23

9,727人 —

拡充

青
少
年
育
成
課

・子育て相談や子育て支援事業を実
施している児童福祉、母子保健、学
校教育等に関係する庁内各課や関係
機関、保育所（園）や幼稚園、認定
こども園等が連携を図り、相談機能
の充実を図ります。

・家庭児童相談室において、子育て
や家庭を取り巻く様々な問題に関す
る相談、児童虐待やＤＶ（配偶者等
からの暴力）への対応を行います。

・児童青少年総合相談室において、
学齢期の学校生活や子育てに関する
保護者の相談業務を行います。
・小中学校においては、心のサポー
ターによる相談業務を行います。

こ
ど
も
家
庭
課

10,983

— —

14,674

保
育
課

868人 —

499人 —
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策４　子育てしやすい市民協働のまちづくり

・生涯大学システムのモデルプログラム
である「東広島学」や「ひと・まち発見
講座」をとおして大学生がボランティア
に接する機会を提供する。
・市内の大学が取り組む学生のボラン
ティア活動支援に対して、社会福祉協議
会等と連携しながら、ボランティア活動
支援センターからの情報提供等により、
学生のボランティア活動を支援する。
・ボランティア交流会やボランティア関
連講座において、大学生に講師や活動発
表者として参加していただくことで、活
動の周知と地域とのつながりの創出に資
する。

継続 継続

「東広島学」講座受講者数 900人 900人

「ひと・まち発見講座」講座受講者数 300人 300人

・昨年同様、幼児、小学生を対象とした
講座（クッキングやクラフトなど）を開
催するために、中高生のボランティアを
募集し、講座を企画する。

継続 継続

中・高生ボランティア数 40人 －

講座回数 5回 －

・夏期休暇中の学生による保育体験活動
の受入れを行う。

継続 継続

ボランティア活動参加人数 30人 30人

・シルバー人材センター及び老人クラブ
連合会に補助金を交付し活動支援を行
う。

継続 継続

老人クラブの単老数 85単老 82単老

459

34,433

327

－

・若い世代が子どもに関わるボラン
ティア等の活動の幅を広げることが
できるよう、様々な機会を提供する
とともに、子育て支援者としての参
加を促進します。

—

・シルバー人材センターの運営支
援、老人クラブの活動支援等を通じ
て、高齢者の生きがいづくりや社会
参加を促進し、子育て世帯の家事・
育児援助、児童の登下校の見守り等
の地域活動を推進します。

高
齢
者
支
援
課

新規

若い世代のボラン
ティア活動の活性化

24

82単老

高齢者の地域活動の
推進

25

7人 —

265

・青少年育成東広島市民会議の補助事
業として、中・高校生のボランティア
活動を推進する取組を実施する。

296人

・グラウンドゴルフ、料理教室、児
童登下校見守り、清掃活動など地域
社会と交流を図り、生きがい活動を
行った。

—

・夏期休暇中の学生による保育体験
活動の受入れを行い、保育所におけ
る若い世代のボランティア活動の機
会提供を図った。

—

・夏期休暇中の学生による保育体験活
動の受入れを行う。 —

—

29,780

・「ボランティア活動支援セン
ター」を開設し、ボランティア情報
の収集力を向上させ、相談及びコー
ディネート事業等を強化し、ボラン
ティア活動の活性化を総合的に支援
します。
・各種体験講座における大学生等の
ボランティア活動を推進します。ま
た、活動を通してボランティアや
ジュニアリーダーとしての必要な知
識や技術を習得し、地域の活動の推
進役としての活用を図ります。

生
涯
学
習
課

保
育
課

拡充

5回 —

青
少
年
育
成
課

・各種体験講座における中・高校生
のボランティア活動を推進します。
・活動を通してボランティアやジュ
ニアリーダーとしての必要な知識や
技術の習得を目指します。

・近畿大学で開催の「東広島学」講
座受講者数７７７人
・広島国際大学で開催の「ひと・ま
ち発見講座」講座受講者数２９６人
・ボランティア交流会参加者１００
人
・ボランティア活動支援センター相
談件数３９件

259

・生涯大学システムのモデルプログラ
ムである「東広島学」や「ひと・まち
発見講座」をとおして大学生がボラン
ティアに接する機会を提供する。
・市内の大学が取り組む学生のボラン
ティア活動支援に対して、社会福祉協
議会等と連携しながら、ボランティア
活動支援センターからの情報提供等に
より、学生のボランティア活動を支援
する。
・生涯学習フェスティバルやボラン
ティア交流会、ボランティア関連講座
において、大学生に講師や活動発表者
として参加していただくことで、活動
の周知と地域とのつながりの創出に資
する。

359

777人 —

40人 —

34,433

・シルバー人材センター及び老人クラ
ブ連合会に補助金を交付し活動支援を
行う。

・中学生、高校生が中心となってボ
ランティア活動を行う「ゆーすふ
る・チャレンジャー会議」による、
幼児、小学生を対象とした講座と社
会奉仕活動を行った。
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・子どもの学習支援活動や地域のお祭
り、地域清掃等、地域活動への学生参加
を促進するため、地域と学生を結ぶコー
ディネート機能の充実を図り、きっかけ
づくりから交流・連携までの橋渡しを務
める。

継続 継続

地域と大学のマッチング活動奨励助成金の交付決定数 6件 ６件 6件

コーディネートした学生活動数 12件 17件

・地域を代表する組織である住民自治協
議会が特色あるまちづくりに取り組むこ
とを促進するために、地域づくり推進交
付金を交付する。（147,346千円）
・市民団体、企業、学生及び個人事業者
が自主的かつ自発的に行う地域の課題の
解決及び魅力向上につながる、公益的な
活動に対し、補助金を交付する。
（12,000千円）
・市民活動に係る情報ウェブサイトを運
営することで、市民活動の情報発信及び
情報共有を推進する。（1,328千円）

継続 継続

市民活動情報サイト登録団体数 268件 270件

基本目標３　仕事と子育ての両立支援

基本施策１　多様な教育・保育サービスの充実

・多様な教育・保育サービスから、相談
者が適切にサービスを選択し、円滑に利
用できるよう、総合的な相談窓口の整備
及び運営体制づくりを推進する。

継続 縮小

利用人数 20,000人 10,000人

・園長会等の私立幼稚園と定期的な協議
会を開催し、新制度に関する理解を深め
るとともに、関係構築を行い、新制度導
入を推進する。

拡充 継続

— — 11施設（累計）

・継続して認定こども園への移行につい
て協議、検討を行う。

継続 継続

— — —

—

300

160,674

20,196

2,837,687

継続

地
域
づ
く
り
推
進
課

7件

・施設型給付により、保育所
（園）、幼稚園、認定こども園の充
実を図ります。また、新制度におけ
る幼保連携型認定こども園の普及を
図ります。

保
育
課

拡充

— —

・4大学連携協定に基づき、地域団
体と学生団体の要望を擦り合わせ、
共に活動できるように調整する（地
域と大学のマッチング活動の奨励）
など、大学生や留学生との連携によ
る地域活性化事業を推進します。

企
画
課

継続大学連携の推進26

・「市民協働のまちづくり第2期行
動計画」に基づき、住民自治協議会
の活動支援、元気・やる気応援補助
金の交付、市民活動情報サイトの運
営を行います。

市民協働の推進27

21,290人 —

・子ども及びその保護者が、多様な
教育・保育サービスや、地域子ど
も・子育て支援事業（一時預かり、
放課後児童クラブ等）の中から適切
なものを選択し、円滑に利用できる
よう、身近な場所で支援を行いま
す。

保
育
課

新規
利用者支援事業の実

施
28

・子どもの学習支援活動や地域のお
祭り、地域清掃等、地域活動への学
生参加を促進するため、地域と学生
を結ぶコーディネート機能の充実を
図り、きっかけづくりから交流・連
携までの橋渡しを務めた。

288

・子どもの学習支援活動や地域のお祭
り、地域清掃等、地域活動への学生参
加を促進するため、地域と学生を結ぶ
コーディネート機能の充実や、参画促
進の支援に務める。

—

250件 —

29

施設型給付による保
育所（園）、幼稚

園、認定こども園の
充実

・公立幼稚園について、新制度にお
ける利用料の設定、認定こども園化
等、あり方を検討します。

学
事
課

11施設（累計）

4,868

・地域を代表する組織である住民自
治協議会が特色あるまちづくりに取
り組むことを促進するために、地域
づくり推進交付金を交付。
（145,331千円）
・市民団体、企業、学生及び個人事
業者が自主的かつ自発的に行う地域
の課題の解決及び魅力向上につなが
る、公益的な活動に対し、補助金を
交付。（32件／10,985千円）
・市民活動に係る情報ウェブサイト
を運営することで、市民活動の情報
発信及び情報共有を推進。（1,329
千円）

157,645

・地域を代表する組織である住民自治
協議会が特色あるまちづくりに取り組
むことを促進するために、地域づくり
推進交付金を交付する。（147,481
千円）
・市民団体、企業、学生及び個人事業
者が自主的かつ自発的に行う地域の課
題の解決及び魅力向上につながる、公
益的な活動に対し、補助金を交付す
る。（12,000千円）
・市民活動に係る情報ウェブサイトを
運営することで、市民活動の情報発信
及び情報共有を推進する。（1,329千
円）

160,810

・相談者が適切にサービスを選択
し、円滑に利用できるよう、３事業
者（社会福祉法人２、ＮＰＯ法人
１）への委託により利用者支援事業
を実施した。

21,198

・多様な教育・保育サービスから、相
談者が適切にサービスを選択し、円滑
に利用できるよう、総合的な相談窓口
の整備及び運営体制づくりを推進す
る。
・平成２９年度から委託先を１事業者
（ＮＰＯ法人）のみに縮小した。

7,066

・西条地区に幼保連携型認定こども
園が１か所、保育所型認定こども園
が１か所開設した。 2,779,428

・園長会等の私立幼稚園と定期的な協
議会を開催し、新制度に関する理解を
深めるとともに、関係構築を行い、新
制度導入を推進する。

2,745,530

・継続して認定こども園への移行に
ついて協議、検討を行う。 —

・継続して認定こども園への移行につ
いて協議、検討を行う。

—

—

—
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・平成27年度に認可した1園が、平成
28年4月1日から開園する。
　定員：19人
　対象年齢：0歳から2歳まで

継続 継続

小規模保育事業施設数 １施設 １施設（累計）

・延長保育、一時保育、休日保育、病
児・病後児保育について、量の見込みに
応じて各保育サービスを実施することが
できるよう、積極的な広報活動や処遇改
善による保育士の確保や保育体制の見直
しを行う。

継続 継続

病児・病後児保育施設数 2施設 ２施設（累計）

・家庭の養育状況を的確にとらえ、実施
機関の受け入れ状況について緊密に連携
を取る。
・保護者が疾病や仕事などの理由により
養育が困難となった家庭の児童を一時的
に預かる。

継続 継続

利用延べ日数 — —

・引続き、私立幼稚園を利用する園児の
保護者に対し、所得状況に応じた経済的
負担の軽減を図る。

継続 継続

支援実施者数 — —

39,908

196,310

463

192,655

425

・家庭の養育状況を的確にとらえ、実
施施設の受け入れ状況について緊密に
連携を図る。
・保護者が疾病や仕事などの理由によ
り養育が困難となった家庭の児童を一
時的に預かる。

653

・私立幼稚園を利用する園児の保護
者に対し、所得状況に応じた経済的
負担の軽減を図った。 172,409

・引続き、私立幼稚園を利用する園児
の保護者に対し、所得状況に応じた経
済的負担の軽減を図る。 187,379

１施設 —

30
地域型保育給付によ
る保育サービスの提

供

・地域型保育給付により、必要に応
じて、小規模保育等の保育サービス
を提供します。

保
育
課

新規 25,941

・低年齢児の待機児童解消に向けた方
策の一つとして、小規模保育事業の実
施を推進する。 24,059

２施設 —
31

地域の子ども・子育
て支援の充実

・子育て短期支援事業（ショートス
テイ、トワイライトステイ）によ
り、保護者の疾病等の理由により、
一時的に養育が困難となった家庭の
児童を一定期間預かります。

こ
ど
も
家
庭
課

拡充

88日 —

・延長保育、一時保育、休日保育、
病児・病後児保育について、量の見
込みに応じて実施できるよう、保育
士の確保や保育体制の見直しを通じ
て更なる保育サービスの充実を図り
ます。

保
育
課

1,251人 —

継続
学
事
課

32

・平成２８年４月１日に小規模保育
事業１か所が八本松地区に開設し
た。
　定員：19人
　対象年齢：0歳から2歳まで

・平成２７年１１月に開設した病児
保育施設を含め、計２施設に対する
委託により事業を実施した。
・施設箇所数及び受入定員が増えた
ことで、利用者も増加した。

・私立幼稚園就園奨励費により、所
得状況に応じて保育料の減免を行
い、私立幼稚園児の保護者の経済的
負担軽減を図ります。

私立幼稚園児の保護
者の経済的負担軽減

37,844

・延長保育、一時保育、休日保育、病
児・病後児保育について、量の見込み
に応じて各保育サービスを実施するこ
とができるよう、積極的な広報活動や
処遇改善による保育士の確保や保育体
制の見直しを行う。

43,171

・家庭の養育状況を的確にとらえ、
実施機関の受け入れ状況について緊
密に連携した。
・保護者が疾病や仕事などの理由に
より養育が困難となった家庭の児童
を一時的に実施施設において、のべ
34人、88日預かった。
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策２　男女共同参画、ワーク・ライフ・バランス

・「ワーク・ライフ・バランス講演会」
を実施し、企業でのワーク・ライフ・バ
ランス促進の意識醸成を図る。
・「ワーク・ライフ・バランス出前講
座」を実施し、各企業の実態に合ったＷ
ＬＢ促進を図る。

拡充 縮小

参加者数 70人 40人

満足度 90% 90%

・働きやすい職場づくりを推進し、女性
の活躍の推進や、職場定着率の向上など
の推進を図る。
・女性の労働機会拡大のためのセミナー
を開催する。
・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業向けセミナー等を開催する（人権男
女共同参画課と共催）。

継続 継続

女性対象セミナー参加者数 40人 40人

・制度を必要とする職員が利用できるよ
う、出産・子育てに関する制度や各種休
暇制度等について、いつでも閲覧できる
よう庁内LANに資料を掲載する。
・職員本人または配偶者が出産を迎えた
際に、メールで所属長に制度を通知す
る。
・新任所属長を対象とした研修で、制度
周知をはかる。

継続 継続

出産による所属長への通知数 　— —

9,722

300

—

20人 —

産
業
振
興
課

職
員
課

拡充

45件 —

98% —

人
権
男
女
共
同
参
画
課

・「ワークライフバランス講座」を実
施し、企業でのワーク・ライフ・バラ
ンスや働き方改革促進の意識醸成を図
る。

7,241

・国・県などの関係機関との連携の
もと、育児・介護休業法、次世代育
成支援対策推進法等に基づき、雇用
の場等において、男女共同参画や仕
事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）が実現されるよう、企
業・市民への啓発を推進します。
・次世代育成支援対策推進法に基づ
き、「特定事業主行動計画」を策定
し、市職員のワーク・ライフ・バラ
ンスを推進します。

男女共同参画、仕事
と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バラン

ス）の推進

33

・「ワーク・ライフ・バランス講演
会」を実施し、企業でのワーク・ラ
イフ・バランス促進の意識醸成を
図った。
（7/30実施　参加者59人）
・「ワーク・ライフ・バランス出前
講座」を実施し、各企業の実態に
合ったＷＬＢ促進を図った。
（参加企業2社　参加者延べ数27
人）

8,995

・人権男女共同参画課と共催で、
ワーク・ライフ・バランスのセミ
ナーを開催し、働きやすい職場づく
りの推進を行った。
・女性就職支援セミナーを開催し
た。子育て中の女性が就職・再就職
する上での不安や悩みを解消するこ
とで、就労機会の拡大を行った。

144

・働きやすい職場づくりを推進し、女
性の活躍の推進や、職場定着率の向上
などの推進を図る。
・女性の労働機会拡大のためのセミ
ナーを開催する。
・ワーク・ライフ・バランスを推進す
る企業向けセミナー等を開催する（人
権男女共同参画課と共催）。

300

・制度を必要とする職員が利用でき
るよう、出産・子育てに関する制度
や各種休暇制度等について、いつで
も閲覧できるよう庁内LANに資料を
掲載した。
・職員本人または配偶者が出産を迎
えた際に、メールで所属長に制度を
通知した。
・新任所属長を対象とした研修で、
制度周知をはかった。

—

・制度を必要とする職員が利用できる
よう、出産・子育てに関する制度や各
種休暇制度等について、いつでも閲覧
できるよう庁内LANに資料を掲載す
る。
・職員本人または配偶者が出産を迎え
た際に、メールで所属長に制度を通知
する。
・新任所属長を対象とした研修で、制
度周知をはかる。

—

86人 —

の内数 の内数 の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策３　働く女性の応援

・「ワーク・ライフ・バランス講演会」
を実施し、企業でのワーク・ライフ・バ
ランス促進の意識醸成を図る。
・「ワーク・ライフ・バランス出前講
座」を実施し、各企業の実態に合ったＷ
ＬＢ促進を図る。
・「働く女性の相談室」を設置し、女性
の就業、就職の継続、セクハラ、起業な
どに関する相談を行う。

継続 継続

参加者数 94人 94人

満足度 90% 90%

・ハローワーク、雇用対策協議会等と連
携して開催するセミナーにおいて、子育
て中の女性が参加しやすい環境を整える
ため、託児を配備する。

継続 継続

— — —

9,722

20

・「ワーク・ライフ・バランス講演
会」を実施し、企業でのワーク・ラ
イフ・バランス促進の意識醸成を
図った。
（7/30実施　参加者59人）
・「ワーク・ライフ・バランス出前
講座」を実施し、各企業の実態に
合ったＷＬＢ促進を図った。
（参加企業２社　参加者延べ数27
人）
・「働く女性の相談室」を設置し、
女性の就業、就職の継続、セクハ
ラ、起業などに関する相談を行っ
た。

98% —

・「女性の働きやすさ日本一の広島
県」を目指して、経済団体・労働団
体・行政（国、県、市町）で結成し
た、「働く女性応援隊ひろしま」の
一員として、女性の活躍を促進する
ための取り組みを企業に働きかけま
す。
・働くことに関する女性の不安を解
消するための取り組みを行います。

人
権
男
女
共
同
参
画
課

—

・ハローワーク、雇用対策協議会等
と連携して開催する、就職面接会に
おいて、子育て中の女性が参加でき
るよう、託児を配備した。

13

・ハローワーク、雇用対策協議会等と
連携して開催するセミナーにおいて、
子育て中の女性が参加しやすい環境を
整えるため、託児を配備する。

34

働く女性の応援

[人権男女共同参画
課・産業振興課]

・ハローワーク等と連携し、託児付
の就職支援セミナーの実施等によ
り、就労意欲のある女性を支援しま
す。

こ
ど
も
家
庭
課

新規

—

7,241

・「ワーク・ライフ・バランス講演
会」を実施し、企業でのワーク・ライ
フ・バランス促進の意識醸成を図る。
・県が委託しているわーくわくママサ
ポートコーナーと共催し、女性を対象
とした就職相談会等を行う。
・「働く女性の相談室」を設置し、女
性の就業、就職の継続、セクハラ、起
業などに関する相談を行う。

8,995

20

104人 —

の内数 の内数 の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策４　若い世代の自立支援

・大学生等に対し、結婚・妊娠・出産・
育児を含めたライフプラン作成の支援、
自立に向けた意識醸成を図る。
（こども家庭課事業と共催）

継続 拡充

参加者数 20人 50人

満足度 90% 90%

・職場体験担当者会を引き続き開催し、
各学校における職場体験学習の充実を図
る。
・キャリア教育担当者会を実施し、キャ
リア教育における学校間連携や異校種間
連携の充実を図る。

継続 継続

職場体験学習実施校数 14校 14校

・企業立地の促進については、展示会へ
の出展や新聞広告等の掲載により、積極
的なプロモーションを図るとともに、企
業立地助成金の活用により、本市への投
資を促進させる。
・中小企業者の事業高度化支援の一環と
して、ものづくり新事業展開支援事業、
環境関連製品・技術等開発促進事業、食
品加工産業育成支援事業及びクラウド
ファンディング普及啓発促進事業を実施
し、中小企業者の「稼ぐ力」の強化を図
る。

拡充 拡充

企業立地件数 6件 4件

研究開発に係る補助金の交付件数 10件 8件

・有効求人倍率は高水準で推移してお
り、人手不足感が急激に高まっている。
特に新卒学生は売り手市場であることか
ら、人材の確保が困難な状況である。学
生の地元定着に向けて各種事業を展開し
ていく。

継続 継続

就職ガイダンス参加者数（若年対象） —

9,722

381

29,270

2,330

・中学生が、働くことの意義や社会
人としての生き方を学ぶキャリア・
スタート・ウィーク（5日間の職場
体験学習）を実施します。

指
導
課

継続

人
権
男
女
共
同
参
画
課

新規

雇用対策の推進 継続

産
業
振
興
課

38

・新卒学生を対象とした就職ガイダ
ンスを2回開催し、学生が市内企業に
就職する機会の提供を行った。 2,528

・有効求人倍率は高水準で推移してお
り、人手不足感が急激に高まってい
る。特に新卒学生は売り手市場である
ことから、人材の確保が困難な状況で
ある。学生の地元定着に向けて各種事
業を展開していく。

—

36
勤労体験・社会体験

の充実

・経済雇用情勢の変化に応じ、国、
県及び関係機関と連携し、若い世代
の雇用を促進するための取り組みを
推進します。

・就職前の若い世代を対象に、結
婚・妊娠・出産・育児を含めたライ
フプランの作成を支援し、自立に向
けた意識醸成を図ります。

—

37 雇用の創出
・企業立地の促進、新事業創出や市
場開拓などの支援を通じて、雇用・
就業の場の確保に努めます。

産
業
振
興
課

継続

・大学生等に対し、結婚・妊娠・出
産・育児を含めたライフプラン作成
の支援、自立に向けた意識醸成を図
る。
（こども家庭課事業と共催） 7,241

・大学生等に対し、結婚・妊娠・出
産・育児を含めたライフプラン作成の
支援、自立に向けた意識醸成を図る。
（こども家庭課事業と共催事業を含
む） 8,995

・職場体験担当者会を開催し、各学
校における職場体験学習の充実を
図った。
・キャリア教育担当者会を実施し、
実践発表や情報交換を通して、学校
間連携や異校種間連携の充実を図っ
た。

387

・５日間の職場体験学習を実施する。
職場体験学習の実施については、実施
１１年間における各中学校で蓄積され
た仕様等を活用させるとともに、最新
の情報等を周知し、取組みの充実を図
る。

392

　首都圏にて開催された国際展示会
等に２回出展し、新聞や雑誌等の媒
体に計８回広告を掲載した。また、
新たに造成した３つの産業団地計７
区画を完売した。
　ものづくり新事業展開支援事業１
０件（うち産学共同研究事業は４
件）、環境関連製品・技術等開発促
進事業４件、食品加工産業育成支援
事業１件の採択のほか、小口投資
ファンド1件を組成支援し、中小企業
者の新事業展開、事業高度化に向け
た取り組みを支援した。

21,334

　企業立地の促進については、展示会
への出展や新聞広告等の掲載により、
積極的なプロモーションを図るととも
に、企業立地助成金の活用により、本
市への投資を促進させる。
　中小企業者の事業高度化支援の一環
として、ものづくり新事業展開支援事
業、食品加工産業育成支援事業、イン
ターネットショップ活用販売促進事業
及びクラウドファンディング普及啓発
促進事業を実施し、中小企業者の「稼
ぐ力」の強化を図る。

27,165

14校

35
若い世代の自立に向

けた意識の醸成

9件

2,330

90% —

80人 —

11人 —

7件 —

の内数 の内数 の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本目標４　子どもの教育環境の整備

基本施策１　保育・幼児教育の質の向上

・関係機関同士の情報共有等による連携
を促進し、円滑な保幼小連携を推進す
る。
・すべての地域において次年度入学児童
に関する保幼小連絡会議を行う。

継続 継続

就学支援シート活用件数 30件 30件

・認定こども園への移行と併せ協議、検
討を行う。

継続 継続

— — —

・就学時における保育所（園）・幼稚園
と小学校との連携を推進するとともに、
研究会や学校行事、地域の行事等におい
ての連携も積極的に行う。
・授業・保育研究の交流を推進し、幼児
の学びと育ちを円滑に小学校へ接続させ
る教職員の指導の在り方についての連携
を推進する。

継続 継続

就学に関する連携を行う保育所（園）・幼稚園と小学校の割合 100% 100%

・保育士セミナーの開催回数を年３回に
増やし、さらなる保育士確保に努めると
ともに、保育環境の向上を図る。
・各種研修等の充実を図り、保育士の資
質向上に努める。

拡充 拡充

保育士セミナー参加者 100人 100人

・幼児教育の改善・充実に係る国や県の
動向を周知するとともに、本県の課題の
一つである「子どもの体力向上と生活習
慣とのかかわり」についての講演等を通
して、本市幼稚園教職員の指導力及び資
質向上を図る。

継続 継続

研修アンケートにおける満足度（５段階） 5 5

—

—

18

—

—
保
育
課

指
導
課

・就学時における保育所（園）・幼
稚園と小学校との連携を推進すると
ともに、研究会や学校行事、地域の
行事等においての連携も積極的に
行った。
・授業・保育研究の交流を推進し、
幼児の学びと育ちを円滑に小学校へ
接続させる教職員の指導の在り方に
ついての連携を推進した。

—

—

・幼児教育の改善・充実に係る国や
県の動向を周知するとともに、本県
の課題の一つである「子どもの体力
向上と生活習慣とのかかわり」につ
いての講演等を通して、本市幼稚園
教職員の指導力及び資質向上を図っ
た。

18

・幼児教育の改善・充実に係る国や県
の動向を周知するとともに、幼児教育
の重要性についての講演等を通して、
本市幼稚園教職員の指導力及び資質向
上を図る。

20

保
育
課

・認定こども園への移行と併せ協
議、検討を行う。 —

・認定こども園への移行と併せ協議、
検討を行う。

—

学
事
課

指
導
課

新規

100% —

25件 —

・保育士セミナーの開催回数を年3回
実施した。
　参加人数：96人
　就職実績：41人（うち私立29
人）
・正規職員以外の職員の研修機会を
設け、保育士の資質向上を図った。

—

・保育士セミナーの開催回数を年4回
に増やし、さらなる保育士確保に努め
るとともに、保育環境の向上を図る。
・各種研修等の充実を図り、保育士の
資質向上に努める。

—

・関係機関同士の情報共有等による連
携を促進し、円滑な保幼小連携を推進
する。
・すべての地域において次年度入学児
童に関する保幼小連絡会議を行う。

・関係機関との情報共有等による連
携を促進し、必要に応じて就学支援
シートを活用して連携を行った。
・次年度入学児童に関する保幼小連
絡会議を行い、事前に情報提供する
ことで、安心して就学を迎える準備
を行った。

継続

96人

・集団生活における子ども一人ひと
りの発達・個性に合わせ、主体的な
遊び・学びを通した人間形成を行
い、社会で生きるための基礎を養い
ます。
・安心して子どもを預けられる保育
所（園）・幼稚園を目指し、幼稚園
教諭、保育士の研修等の充実を図
り、子育ての専門家として資質向上
に努めます。

保育・幼児教育の充
実

★
40

・子どもの発達や学びの連続性を踏
まえ、保育所（園）・幼稚園から小
学校への円滑な接続を図るため、保
幼小連携を推進します。

保幼小連携の推進
39

—

・就学時における保育所（園）・幼稚
園と小学校との連携を推進するととも
に、研究会や学校行事、地域の行事等
においての連携も積極的に行う。
・授業・保育研究の交流を推進し、幼
児の学びと育ちを円滑に小学校へ接続
させる教職員の指導の在り方について
の連携を推進する。

—

5 —

—

—

—
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策２　教育力のさらなる向上

・「夢・挑戦プラン」に基づき、各種事
業を推進する。特に、今年度は「特別な
ニーズに応じた教育の充実」に係り、新
規研修を行う。
　また、年度末には、学校教育レベル
アッププラン推進委員会を開催し、第四
次レベルアッププランの進捗状況及び、
第五次レベルアッププランの策定にあ
たって、協議をする。

継続 継続

学校教育レベルアッププラン推進委員会の開催 １回 １回

・体力向上推進リーダー研修を開催し、
体力向上を組織的に推進するための体制
づくりや、取組を計画的・継続的に推進
するための「体力つくり改善計画」の作
成のポイントについて、協議や交流を行
う。
・各校の体育科・保健体育科授業改善の
ための訪問指導を行う。
・平成29年度広島県小学校体育研究会
の開催に向けた準備を行うことを通し
て、市内小学校の体育授業の充実を図
る。

継続 継続

全国体力運動能力等調査における得点が全国
平均を上回る種目の割合（小・中学校）

100% 100%

・運動遊びやニュースポーツ体験を行う
「サタデー！外で！遊ぼうＤＡＹ！」を
開催し、体を動かして遊ぶことの楽しさ
を体験してもらう。

継続 継続

「サタデー！外で！遊ぼうＤＡＹ」
開催回数

2回

「サタデー！外で！遊ぼうＤＡＹ」
参加者総数

85人 120人

「アクアパークチャレンジスポーツ」
参加者（※延べ）

2,160人

45

—

119

・体育科学習をはじめ、学校教育活
動全般を通して、運動好きな子ども
の育成を図ります。
・より効果的な運動遊びや授業の進
め方、食育を通じた健康づくりを含
む運動プログラムを開発し、周知す
る「体力向上応援プロジェクト」を
実施します。

指
導
課

2回 —

119

・体力向上応援プロジェクトの一環
として、体力向上推進リーダー研修
を5月に実施し、組織的な取組を行う
ことの必要性に関する講義を行っ
た。また、中学校区ごとに、「体力
つくり改善計画」の内容を確認し、
共通した課題についての具体的な取
組方策について協議した。
・体育科・保健体育科授業改善のた
めの訪問指導を小学校9回、中学校
11回行った。
・平成29年度広島県小学校体育研究
会の開催に向け、校内での研修会と
ともに、市内小学校教員も対象とし
た「授業づくり研修会」を開催し
た。

97

・子どもの生活に外遊びが取り戻せ
るよう地域の指導者とともに行事を
開催します。

「学校教育レベル
アッププラン」の推

進
41

子どもの健康・体力
づくり

42

—

拡充

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課

100%

新規

—

・「夢・挑戦プラン」に基づき、各種
事業を推進する。
　また、年度末には、学校教育レベル
アッププラン推進委員会を開催し、第
四次レベルアッププランの進捗状況及
び、第五次レベルアッププランの策定
にあたって、協議をする。

・「夢・挑戦プラン」に基づき、各
種事業を進めた。平成28年度は、
「更なる充実をめざす学級経営講
座」を行い、教職員の指導力及び学
級経営力の向上を図ることができ
た。
　年度末には、学校教育レベルアッ
ププラン推進委員会を開催し、進捗
状況やこれからの東広島市の教育に
についての方向性を協議することが
できた。

116
指
導
課

・「夢・挑戦プラン～第四次学校教
育レベルアッププラン～」に基づ
き、小中一貫・接続教育の推進、和
文化教育の推進、外国語教育の充実
等により、夢と志をもち、国際社会
をたくましく生きる子どもの育成を
目指します。

・市の重点課題の解決に向け、体力向
上推進リーダー研修において、具体的
な指導方法を取り上げ、各学校で計画
的な実践が行われるようにする。
・9月に開催される広島県小学校体育
研究会に、市内全小学校から教員が参
加し、小学校の体育授業の充実に向け
た研修を行う。
・各校の体育科・保健体育科授業改善
のための訪問指導を行う。

197

第1回を郷田小学校で、第2回を木谷
小学校で開催した。運動遊びとキン
ボールバレーを行い、体を動かして
遊ぶことの楽しさを体験させるとと
もに、子どもの時期に身につけるべ
き体力や運動能力向上を図った。

0

関係団体や地域の指導者と連携し、
様々なスポーツを体験することが出来
る「アクアパークチャレンジスポー
ツ」を開催し、スポーツをすることの
楽しさや喜びを実感してもらうと共
に、生涯を通じたスポーツ活動の基礎
を培う。

１回 —

56

—
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・「生きる力を育む」という理念のも
と、各幼稚園及び小中学校の計画に基づ
いて、地域人材を派遣し、各幼稚園、小
中学校の特色ある教育活動を推進する。

継続 継続

マイタウンティチャー・学生マイタウンティチャー延べ人数 — －

・小学校入学時に活用のしおりと共にま
なぶちゃんノートを全員に配布し、周知
を図る。また、ポイント達成者には賞状
と記念品を学校を通じて送る。

継続 継続

まなぶキッズ賞申請者数 2,500人 3,800人

・年齢に応じた読み聞かせ等の行事の開
催や本の紹介を拡充・充実する。
・子どもが本と出会う機会を増やし、子
どもの読書の習慣化、本を活用する力の
育成を図る。
（平成28年度から図書館運営業務は指
定管理者が実施。）

継続 継続

乳幼児向けおはなし会の実施 55回 73回

推薦図書を発信する機会 30回 30回

・乳幼児健診等の会場で、絵本と子育て
に関する情報を提供する。3～4か月児
健診においては、絵本ボランテイアによ
る読み聞かせやパンフレットを配布し、
読書活動の啓発を行う。

継続 継続

４か月児健診の受診率 100% 97%

2,801

730

—

継続

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
課

（
中
央
図
書
館
）

3,561人 —

—

・年齢に応じた読み聞かせ等の行事の
開催や本の紹介を拡充・充実する。
・本を活用する力の育成を図るため、
調べ学習コンクールを開催する。コン
クールのためのサポート会も開催す
る。
（平成28年度から図書館運営業務は
指定管理者が実施。）

—

・乳幼児健診の会場で、絵本と子育
てに関する情報提供を行った。特に
３～４か月児健診においては、絵本
ボランティアによる読み聞かせや、
パンフレットの配布を行うことで、
保護者の読書への関心を高めた。

180

・乳幼児健診等の会場で、絵本と子育
てに関する情報を提供する。3～4か
月児健診においては、絵本ボランティ
アによる読み聞かせやパンフレットを
配布し、読書活動の啓発を行う。

194

1,006

120

こ
ど
も
家
庭
課

97% —

27回 —

・各学校が地域の人材をマイタウン
ティーチャーとして招聘し、児童の
興味関心や課題意識に応じた教育活
動を行うとともに、特色ある学校づ
くりを進めます。

地域人材の活用促進43
指
導
課

継続

・生涯学習の基礎づくりと学校週5
日制への対応を目的に、小学生に
「5日制ノート（まなぶちゃんノー
ト）」、中学生に「5日制ノート
（ジュニアパスポート）」を配布
し、地域行事や体験活動への参加、
読書活動の記録も含め、積極的な活
用を推進します。

学習成果の活用支援44

小学校入学時に活用のしおりと共に
まなぶちゃんノートを全員に配布し
た。
市内小学校児童数11,136人に対して
申請者が3,561人。在籍児童数に対
する申請率は32%。

1,375

・小学校入学時に活用のしおりと共に
まなぶちゃんノートを全員に配布し、
周知を図る。また、ポイント達成者に
は賞状と記念品を学校を通じて送る。
・リニューアルした中学生用ジュニア
パスポートの活用に向けて周知を図
る。

・乳幼児向けのおはなし会や、保護
者と乳幼児を対象とした読み聞かせ
講習等を開催した。
・本の紹介リーフレットを発行し
た。
・本を活用する力の育成を図るた
め、調べ学習講座を開催した。
（平成28年度から図書館運営業務は
指定管理者が実施。）

・「生きる力を育む」という理念の
もと、各幼稚園及び小中学校の計画
に基づいて、地域人材を派遣し、各
幼稚園、小中学校の特色ある教育活
動を推進した。

2,731

・「生きる力を育む」という理念のも
と、各幼稚園及び小中学校の計画に基
づいて、地域人材を派遣し、各幼稚
園、小中学校の特色ある教育活動を推
進する。

2,920

1,490人 —

73回 —

の内数
の内数
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・必要な本の整備を図るとともに、読書
ボランティアとの協働による読み聞かせ
等、子どもが本を好きになる機会の提供
を充実する。
・絵本コーナー等の場の設定や、絵本紹
介を行う。
・各いきいきこどもクラブで読み聞かせ
を行うことにより、読書活動を推進す
る。

継続 継続

購入絵本冊数 — —

・ココロが軽くなる子育て応援講座（№
39）の内、おひざにだっこでおはなし
しましょうの学習プログラムを生涯学習
センター、地域センター、小・中学校及
び保育所等で実施する。
（※ココロが軽くなる子育て応援講座の
内、読書活動の推進に繋がる学習プログ
ラムであるため、平成２８年度予算は、
№3の親の子育て力の強化に含まれてい
る。）

継続 継続

おひざにだっこでおはなししましょう参加人数 150人 50人

・学校司書の配置、蔵書管理の電算化の
継続を行う。
・学校図書館支援センターと連携しなが
ら学校図書館の充実を図り、子どもの読
書活動を推進する。
・読書活動を推進する児童のリーダーの
育成や読書の輪を広める活動等を等し
て、児童生徒の読書活動の充実を図る。

拡充 拡充

小学校児童一人当たりの年間貸出冊数 25冊 25冊

中学校生徒一人当たりの年間貸出冊数 18冊 18冊

17,863

保
育
課

指
導
課

拡充

生
涯
学
習
課

17,957

・学校司書の配置を拡充する。
・蔵書管理の電算化の継続を行う。
・学校図書館支援センターと連携しな
がら学校図書館の充実を図り、子ども
の読書活動を推進する。
・読書活動を推進する児童のリーダー
の育成や読書の輪を広める活動等を通
して、児童生徒の読書活動の充実を図
る。

23,605

—

・各保育所に必要な本の整備を行
い、読書ボランティアとの協働によ
る読み聞かせ等によって、子どもが
本を好きになる機会の充実を図るこ
とができた。
・絵本紹介や乳児期からの読み聞か
せを実施することで、たくさんの絵
本に触れ、絵本に親しむ子どもが増
加傾向にある。
・各いきいきこどもクラブに必要な
本の整備を行い、読み聞かせを行う
ことによって読書活動を推進した。

—

—

—

・「おひざにだっこでおはなししま
しょう」の実施回数１回、１２人
（※ココロが軽くなる子育て応援講
座の内、読書活動の推進に繋がる学
習プログラムであるため、平成２８
年度決算は、№3の親の子育て力の強
化に含まれている。）

No.3に含む

・ココロが軽くなる子育て応援講座の
内、おひざにだっこでおはなししま
しょうの学習プログラムを生涯学習セ
ンター、地域センター、小・中学校及
び保育所等で実施する。
（※ココロが軽くなる子育て応援講座
の内、読書活動の推進に繋がる学習プ
ログラムであるため、平成２９年度予
算は、№3の親の子育て力の強化に含
まれている。）

No.3に含む

12人 —

— —

・学校司書の配置、蔵書管理の電算
化の継続を行った。
・学校図書館支援センターと連携し
ながら学校図書館の充実を図り、学
校図書館整備を１２校で行った。
・子ども司書養成講座を実施した。
・読書の輪を広める活動として、児
童生徒の作品を図書館に展示した。
（参加校数：小学校１４校、中学校
８校）

・「東広島市子どもの読書活動推進
計画（第2次）」に基づき、読書活
動を推進します。
・本の読み聞かせや紹介を行うな
ど、子どもが本と出会う機会を提供
します。
・本に親しむためのイベントを実施
するなど、読書の習慣化を図るため
の支援を行います。
・本を活用する力を育成するなど、
主体的な読書活動を推進するための
支援を行います。
・読書の成果を発信する機会を設け
るなど、読書の輪を広げる機会を提
供します。

読書活動の推進45

18冊 —

24冊

—

・必要な本の整備を図るとともに、読
書ボランティアとの協働による読み聞
かせ等、子どもが本を好きになる機会
の提供を充実する。
・絵本コーナー等の場の設定や、絵本
紹介を行う。
・各いきいきこどもクラブで読み聞か
せを行うことにより、読書活動を推進
する。
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・東広島市食育推進計画策定委員会を設
置し、東広島市食育推進計画（第２次）
を策定する。
・ワーキンググループ会議を開催し、
「東広島市食育推進計画」の進捗管理及
び連携の強化を行う。
・「食育月間」「食育ウィーク」「食育
の日」の普及啓発のため、６月及び１０
月に、関係課と協力し、市役所１階及び
２階において、「食育広場」を開催し、
健康づくりのための普及啓発を行う。
・出前講座において、「食育について」
の講座を実施する。
・食育推進における資源開発と関係機関
の連携体制の強化として、子育て支援担
当課等が協働することにより、複数の啓
発効果が期待できる料理レシピを開発、
蓄積し、業務の効率化等を図る。

拡充 継続

食育広場来場者数 400人 200人

・離乳食教室（モグモグ教室）や母子栄
養相談事業（親子クッキング教室）を継
続実施予定。また、地域子育て支援セン
ターとも連携して離乳食開始前の教室を
行い、早い時期から保護者へ食の大切さ
を啓発を図る。

継続 継続

離乳食教室参加組数 210組 230組

親子クッキング教室参加組数 100組 80組

・保育所（園）において、生産者との交
流を図るとともに、ＪＡ広島中央等の協
力によるイベント実施などを通して、実
践的に子どもへの食に関する指導の充実
を図る。
・保育所において、「生活管理指導表」
及び「食物アレルギー診断書及び除去指
示書」を対象者に配布し、入所児童の現
状把握を適切に行い、安全・安心な給食
の提供に役立てる。

継続 継続

— — —

3,080

—

4,579

保
育
課

健
康
増
進
課

こ
ど
も
家
庭
課

161

・離乳食教室（モグモグ教室）や母
子栄養相談事業（親子クッキング教
室）を継続実施し、保護者へ食の大
切さを啓発を図った。また、地域子
育て支援センターと連携し、離乳食
開始前の教室を行い、早い時期から
食への動機づけと、不安解消を行っ
た。

3,018

46 食育の推進

・「東広島市食育推進計画」に基づ
き、食を通じて、市民一人ひとりの
豊かな心と健やかな身体を育みま
す。
・アレルギー等健康問題について、
継続的な普及啓発を行います。
・離乳食教室（モグモグ教室）や母
子栄養相談事業（親子クッキング教
室）の実施などにより、保護者や市
民を対象に、食の大切さについて啓
発します。
・保育所（園）や幼稚園において、
生産者との交流を図るなど、子ども
への食に関する指導の充実を図りま
す。
・学校における教育活動全般を通し
て、子どもへの食に関する指導の充
実を図ります。また、保護者や市民
を対象に、食の大切さについて啓発
します。

継続

・離乳食教室（モグモグ教室）や母子
栄養相談事業（親子クッキング教室）
を継続実施予定。また、地域子育て支
援センターとも連携して離乳食開始前
の教室を行い、早い時期から保護者へ
食の大切さを啓発を図る。

3,170

・保育所（園）において、生産者と
の交流を図るとともに、ＪＡ広島中
央の協力によるイベント（クッキン
グ）実施などを通して、実践的に子
どもへの食に関する指導を行った。
・保育所において、「生活管理指導
表」及び「食物アレルギー診断書及
び除去指示書」を対象者に配布し、
入所児童の現状把握を適切に行い、
安全・安心な給食の提供に役立て
た。

—

・保育所（園）において、生産者との
交流を図るとともに、ＪＡ広島中央等
の協力によるイベント実施などを通し
て、実践的に子どもへの食に関する指
導の充実を図る。
・保育所において、「生活管理指導
表」及び「食物アレルギー診断書及び
除去指示書」を対象者に配布し、入所
児童の現状把握を適切に行い、安全・
安心な給食の提供に役立てる。

—

—

77組 —

— —

378人

229組 —

・東広島市食育推進計画策定委員会
を設置し、４回の委員会及びワーキ
ンググループ会議を経て、東広島市
食育推進計画（第２次）を策定し
た。
・「食育月間」「食育ウィーク」
「食育の日」の普及啓発のため、６
月及び１０月に、関係課と協力し、
市役所１階及び２階において、「食
育広場」を開催し、健康づくりのた
めの普及啓発を行った。
・出前講座において、「食育につい
て」の講座を実施した。
・食育推進における資源開発と関係
機関の連携体制の強化として、子育
て支援担当課等が協働することによ
り、複数の啓発効果が期待できる料
理レシピを開発した。

3,580

・６月に「食育講演会」を開催し、
「食育月間」における普及啓発を図
る。
・「食育月間」「食育ウィーク」「食
育の日」等の普及啓発のため、１０月
に、関係課と協力し、市役所１階及び
２階において、「食育広場」を開催
し、健康づくりのための普及啓発を行
う。
・出前講座において、「食育につい
て」の講座を実施する。
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・地場産物を活用しての「作って！食べ
よう！弁当ＤＡＹ！」の実施や「中学校
弁当コンテスト」への参加を促し、食べ
ることの大切さに気付かせるとともに、
家族や農家の方たちへの感謝の気持ちを
もつことにより、生きる力の向上を図る
取組を推進する。

継続 継続

「作って！食べよう！弁当ＤＡＹ！」の
小学校（第５．６学年）の実施率

小学校…72％ 小学校…80％

「作って！食べよう！弁当ＤＡＹ！」の
中学校（第１～３学年）の実施率

中学校…100％ 中学校…100％

・中学校において薬物乱用防止教室を学
校保健計画に位置付け、全小中学校で年
1回以上実施する。

継続 継続

各小中学校実施数 51回 51回

・「薬物乱用防止教室」を学校保健計画
に位置付けて実施する。また、必要に応
じて、薬物等に関する専門的な知識を有
する外部講師等による指導を実施する。

継続 継続

年間指導計画に位置付け、指導を行っている学校の割合 100% 100%

178

—

—

指
導
課

—

青
少
年
育
成
課

・全小中学校が薬物乱用防止教室を
年1回以上実施した。 —

・中学校において薬物乱用防止教室を
学校保健計画に位置付け、全小中学校
で年1回以上実施する。 —

・各中学校において、学校保健計画
に薬物乱用防止教室の実施を位置付
け、薬物の有害性や違法性、適切な
対処方法について指導を行った。
・主に養護教諭が所属する東広島市
中学校健康教育部会研修会におい
て、性に関する指導の重要性につい
て、市内産婦人科医を講師に招聘
し、研修会を実施した。

—

・各中学校において、「薬物乱用防止
教室」を学校保健計画に位置付けて実
施する。必要に応じて、外部講師等を
招聘して指導を実施する。
・性に関する指導の取組の推進に向
け、関係機関と連携した研修会や学校
における研修会を実施する。

51回

・喫煙、飲酒、薬物乱用の防止のた
め、有害な環境を取り除くととも
に、情報提供に努め、健康づくりを
促進します。
・心や体の発達、性、妊娠・出産に
関する正しい知識を深めるための学
習機会を提供します。

健康教育の充実47 継続

指
導
課

・１１月の学校へ行こう週間を中心
に、市内小中学校（４９校）で
「作って！食べよう！弁当ＤＡ
Ｙ！」を実施し、児童生徒が地場産
物を活用しての弁当づくりに取り組
んだ。
・「東広島市中学校弁当コンテス
ト」を開催し、校内コンテストで選
出された各学校（１４校）の代表者
１名が一堂に会し、地場産物を活用
して実際に弁当づくりを行った。

91

・地場産物を活用しての「作って！食
べよう！弁当ＤＡＹ！」の実施や「中
学校弁当コンテスト」への参加を促
し、食べることの大切さに気付かせる
とともに、家族や農家の方たちへの感
謝の気持ちをもつことにより、生きる
力の向上を図る取組を推進する。

140

中学校…100％ —

小学校…67.6％ —

—

100% —
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

基本施策３　青少年の健全育成

・待機児童の発生を未然に防止するた
め、クラブの分割や民間活力の導入に取
り組む。

拡充 拡充

民間施設整備数 — 3施設

・休止中である7小学校区の放課後子供
教室を再開できるよう整備を行う。
・放課後子ども総合プランに基づき、放
課後児童クラブと放課後子供教室が一体
的に運営できるよう整備を行う。

継続 拡充

放課後子供教室数 32か所 32か所

・引き続き、参加者を30人程度募集
し、市内7～9か所の保育所（園）にて
ボランティア活動を実施する。

継続 継続

ボランティア参加者数 30人 30人

・学生のインターンシップ、高校生、中
学生等の職場体験を活用して、保育所
（園）における青少年の子育て体験学習
の場を提供する。
・乳幼児との生活、遊び体験や保育のた
めの環境整備等を通し、子育てに対して
興味、関心を持ち、この体験を今後に活
かしていくことができるようにする。

継続 継続

学生インターンシップ受入人数 1人 １人

・小学生または中学生、保護者を対象と
した豊かな心の醸成に向けた講演会を開
催する。

継続 継続

実施校の生徒保護者 — 200人

552,117

6,939

46

—

202

青
少
年
育
成
課

・風早小学校において心のふれあい
講演会を行い、小学生及び保護者が
参加した。 169

風早小学校児童、保護者126名 —

青
少
年
育
成
課

継続

・非行からの更生や自立など実際に
経験した社会人が直接中学生に訴え
る講演会などを実施し、中学生の豊
かな心の教育の充実を図ります。

心の教育の推進50

49

8人
・青少年を対象として、保育所
（園）との連携のもと、事前学習・
保育所（園）での保育体験・事後総
括をセットにした、子育て体験学習
を実施します。

青少年のための子育
て体験学習の実施

24か所 —

拡充

青
少
年
育
成
課

2施設 —

保
育
課

１人 —

保
育
課

継続

・共働き家庭等の児童が、放課後、
安全に健やかに過ごせるよう、放課
後児童健全育成事業（放課後児童ク
ラブ）を実施します。また、学校の
空き教室等を活用し、施設整備を計
画的に進め、開設時間の延長や対象
児童の拡大等の新たな取り組みを推
進します。
・学校や地域ボランティアの協力を
得て、放課後子供教室を実施し、ス
ポーツ・文化活動体験活動や交流活
動等を行います。
・「放課後子ども総合プラン」に基
づき、放課後児童健全育成事業と放
課後子供教室の連携を推進します。

放課後の子どもの居
場所づくり

★
48

・黒瀬地域及び安芸津地域の高学年
児童を対象児童とした。
・八本松小の空き教室を活用して1ク
ラブ分割増設した。
・27年度に高屋西小学校に専用施設
を建設することにより、従来より定
員枠を24名分拡大した。
・民間の2事業者に運営費を補助し
た。

521,463

・待機児童の発生を未然に防止するた
め、クラブの分割や民間活力の導入に
取り組む。 687,564

・市内24か所の放課後子供教室にお
いて、スポーツ、文化、体験活動及
び交流活動等を実施した。 5,706

・市内の放課後子供教室において、ス
ポーツ、文化体験活動及び交流活動等
を実施する。 7,411

・8人のボランティアが市内5か所の
保育所（園）に分かれて、2日間の保
育実習を行った。実習前の事前学
習、実習後のまとめの活動を通し
て、保育士の体験を深めることがで
きた。

22

参加者を30人程度募集し、市内約10
か所の保育所（園）にてボランティア
活動を実施する。 39

・中学生、高校生の職場体験受け入
れや、学生のインターンシップ1名を
受け入れ、保育所（園）における青
少年の子育て体験学習の場を提供す
ることができた。乳幼児との生活、
遊び体験や保育のための環境整備等
を通し、子育てに対して興味、関心
を持ち、この体験を今後に活かして
いけるよう、具体的な関わり方など
も積極的に伝えた。

—

・学生のインターンシップ、高校生、
中学生等の職場体験を活用して、保育
所（園）における青少年の子育て体験
学習の場を提供する。
・乳幼児との生活、遊び体験や保育の
ための環境整備等を通し、子育てに対
して興味、関心を持ち、この体験を今
後に活かしていくことができるように
する。

—

—

・小学生または中学生、保護者を対象
とした、豊かな心の醸成に向けた講演
会を開催する。 202
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・平成28年度いじめゼロ！子どもサ
ミットを行い、いじめ撲滅に向けた各学
校の取組について交流、トークセッショ
ンを行い、児童会活動、生徒会活動等の
一層の充実を図る。

継続 継続

講演会等参加者数 200人 150人

・学習支援の対象を生活保護世帯の小学
４年生～中学３年生までに拡充
・引き続き週一回（２時間/回）、集合
型で年間48回程度実施予定
・家庭訪問による保護者への進学の助
言、相談等を実施

拡充 拡充

学習支援への参加者数 延べ550人 延べ700人

家庭支援員の家庭及び学校への延べ訪問回数 — 100回

対象者の高校進学率 100% 100%

基本施策４　子どもの安全・安心の確保

・整備検討業務の成果に基づき、ＪＲ西
日本と整備方針について協議、検討を行
う。

継続 継続

— — —

・公共施設に新たに授乳室等の設置があ
る場合、マークの設置を行い、子どもが
のびのびと育っていく環境づくりに向け
た意識啓発・普及を図る。

継続 継続

新たなマーク設置場所 — 1か所

・施設の利用促進に向けて、広報等を通
じて周知活動を推進していく。

継続 継続

— — —

新規

社
会
福
祉
課

・生活困窮者自立支援法に基づき、
生活困窮家庭の子どもに対する学習
支援、定期的な家庭訪問による親へ
の進学の助言などを実施します。

生活困窮家庭の子ど
もに対する支援

52

・西高屋駅の南北駅前広場、自由通
路等の検討業務を発注し検討を行っ
た。 18,905

・西高屋駅前広場、自由通路、周辺道
路等の整備にあわせ、駅舎内のエレ
ベータ設置等のバリアフリー化を図
る。

・県のイクちゃんサービス推進事業
等と連携し、子どもがのびのびと
育っていく環境づくりに向けた意識
啓発・普及を図ります。

・広報やホームページを通じて周知
活動を行った。 1,289

・施設の利用促進に向けて、広報等を
通じて周知活動を推進していく。

—

—

1,456

— —

・「東広島市移動円滑化基本構想」
に基づき、重点整備地区内における
駅、道路等のバリアフリー化を推進
します。

都
市
計
画
課

こ
ど
も
家
庭
課

保
育
課

継続

・子育て世代向けの賃貸住宅（ひだ
まりハウス）を提供し、子育て世帯
の良好な居住環境の確保と定住の促
進を図ります。

子育て家庭が暮らし
やすい環境の整備

53

51

青
少
年
育
成
課

継続

241人 —

100％ —

1か所

61

8,837

—

青少年の問題行動防
止対策の推進

・家庭、学校、地域を軸に関係機関
との連携により、青少年の問題行動
を防止し、健全育成を図ります。

平成28年度では「いじめゼロ　子ど
もサミット」を行い、各校のいじめ
撲滅に向けた児童会・生徒会活動の
取組について交流、トークセッショ
ンを行った。

94

青少年サポートセミナー（青少年啓発
講演会）を行い、家庭、地域、学校が
一体となって、青少年の健全育成の推
進を図る。

113

・学習支援の対象を生活保護世帯の
小学４年生～中学３年生までに拡充
し、週一回（２時間/回）、集合型で
年間48回実施
・家庭訪問による保護者への進学の
助言、相談等を実施 6,626

・引き続き生活保護世帯等の小学４年
生～中学３年生を対象に週一回（２時
間/回）、集合型で年間48回程度実施
予定
・新たに家庭支援員を配置（週２日勤
務）し、家庭訪問等による保護者及び
児童生徒への進学の意識づけ、養育支
援等を実施

9,995

67,000

・公共施設に新たに授乳室等の設置
がある場合、マークの設置を行い、
子どもがのびのびと育っていく環境
づくりに向けた意識啓発・普及を図
る。

—

・公共施設に新たに授乳室等の設置が
ある場合、マークの設置を行い、子ど
もがのびのびと育っていく環境づくり
に向けた意識啓発・普及を図る。

1,472

— —

—

— —

延べ680人 —
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・各小中学校で犯罪の未然防止に向けた
犯罪防止教室を年1回以上開催する。

継続 継続

各小中学校実施数　 51回 51回

・各小学校で危機管理課、交通安全協会
と連携し、自転車教室を実施する。
・自転車に乗る際のヘルメット着用を保
護者に啓発する。

継続 継続

交通安全教室を実施している学校の割合 100% 100%

・東広島警察、東広島交通安全協会及び
その他の関係団体で構成している東広島
交通安全連絡会議を年４回開催し、春・
夏・秋・冬の各季に出発式や街頭広報な
ど啓発活動を中心として、関係団体と連
携した交通安全運動を展開する。
・学校等が実施する交通安全教室につい
て、申請のあった小中学校、幼稚園及び
保育所へ交通指導員を派遣するととも
に、模擬信号機や交通安全DVD等を貸出
し、協力して実施する。
・高齢者の交通事故抑止対策として、参
加・体験型の交通安全教室の回数を増や
すとともに、講習内容の充実を図る。

継続 継続

啓発活動開催回数 41回 44回

交通安全教室（小・中学校、
幼稚園、保育所、高齢者）の開催数

106回 110回

・スマートフォン・携帯電話の危険性や
家庭でのルールづくりについて啓発す
る。

継続 継続

— — —

255

・各小学校において、４月または５
月に交通安全教室を実施した。自転
車教室については、４年生を対象と
し、交通安全協会等の外部関係団体
と連携し、実施した。
・ヘルメットの着用については、各
学校から保護者に対する通知等によ
り、啓発を行った。

—

・各小学校において、危機管理課、交
通安全協会等の関係団体と連携し、交
通安全教室を実施する。
・小学生は、自転車に乗る際のヘル
メットの着用促進について、中学生
は、交通ルールの遵守の実践につい
て、保護者に啓発する。

— —

継続

98回 —

・各小中学校において、児童生徒を
対象とした教職員または警察署等の
外部講師による交通安全教室や犯罪
防止教室を開催します。

255

—

—

13,430

・東広島警察、東広島交通安全協会及
びその他の関係団体と連携した交通安
全運動を展開する。
・学校等が実施する交通安全教室につ
いて、申請のあった小中学校、幼稚園
及び保育所へ交通指導員を派遣すると
ともに、模擬信号機や交通安全DVD
等を貸出し、協力して実施する。
・高齢者の交通事故抑止対策として、
参加・体験型の交通安全教室の回数を
増やすとともに、講習内容の充実を図
る。

14,422

—

14,949

・東広島交通安全連絡会議を年４回
開催し、各季に出発式や街頭広報な
ど啓発活動を中心として、関係団体
と連携した交通安全運動を展開し
た。また、生命の尊さを訴えるた
め、高等学校で「ミニ・生命のメッ
セージ展」を開催し、意識の高揚を
図った。
・学校等が実施する交通安全教室
に、交通指導員を派遣するととも
に、模擬信号機や交通安全DVD等を
貸出し、協力して実施した。
・高齢者には、自動車学校、スー
パー及び地域サロンで実施した参
加・体験型の交通安全教室に参加し
てもらい、俊敏性トレーニング機器
を活用した運動機能の向上を目指す
とともに、運転技術の習得を図っ
た。

安全教育の推進54

51回 —

青
少
年
育
成
課

指
導
課

100% —

・各小中学校において、犯罪防止教
室を年1回実施した。 190

・各小中学校で犯罪の未然防止に向け
た犯罪防止教室を年1回以上開催す
る。

55
情報リテラシーに関
する教育の充実

・インターネット・携帯電話の危険
性やその対策等について啓発を行い
ます。

青
少
年
育
成
課

継続

・交通安全の年間重点の実現に向け
た事項を効果的に推進し、市民一人
ひとりが交通安全に対する意識を高
め、交通ルールの遵守と人に優しい
交通マナーを実践するよう啓発活動
を行います。
・通学時の歩行や自転車の乗り方な
どについて啓発を行うため、市内の
小中学校をはじめ、幼稚園・保育所
（園）や自治会等からの依頼に応じ
て、交通指導員を派遣します。

危
機
管
理
課

—

39回 —

・学校安全ボランティア講習会にお
いて、保護者を対象に東広島警察署
生活安全課による講義を行った。 —

・スマートフォン・携帯電話の危険性
や家庭でのルール作りについて啓発す
る。
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平成28年度の実施計画
実施
区分

実施
区分

指標 目標値 目標値

子ども・子育て支援事業計画平成28年度実績報告、平成29年度実施計画

平成28年度
当初予算額
（千円）

No

平成29年度計画平成28年度の実績

内容
担
当
課

区
分

具体的な取り組み
事業内容 決算額

（千円）

事業内容 予算額
（千円）

実績値 実績値

・引き続き、防犯ブザーの購入補助、子
ども110番の旗の配付、一人区間マップ
の作成、学校安全ボランティア講習を行
い、子どもの安全確保を積極的に進め
る。

継続 継続

防犯ブザー補助数 2,020個 1,965個

・継続して、地元及び小中学校からの新
設要望のうち、設置基準を満たしている
ものについて、整備する。

継続 継続

防犯灯LED化 — —

防犯灯設置 15,099か所 15,341か所

・通学路の安全確保について、学校や関
係機関との連携を密にし、継続的に危険
箇所等の改善を図る。また、通学路交通
安全プログラムにおいて、学校から提出
された改善要望を対策箇所に位置付ける
ことにより通学路に指定している歩道等
整備の推進に役立てる。

継続 継続

通学路安全対策会議 1回 1回

通学路安全推進会議 1回 1回

通学路合同点検 1回 1回

・通学路の安全確保に向けて、学校
と県、警察署など関係機関の協議調
整の場として、「通学路安全検討会
議」を開催し、危険箇所等の改善を
図ります。

　1,929個

１回 —

継続

教
育
総
務
課

15,155か所 —

青
少
年
育
成
課

・通学路の安全確保について、安全
検討会議を行い、危険箇所の改善を
図った。また、通学路交通安全プロ
グラムにおいて、学校から提出され
た改善要望のうち、特に対策が必要
なものについて、対策箇所に位置付
けることにより通学路に指定してい
る歩道等整備の推進に役立てた。

—

・通学路の安全確保について、学校や
関係機関との連携を密にし、継続的に
危険箇所等の改善を図る。また、通学
路交通安全プログラムにおいて、学校
から提出された改善要望のうち、特に
対策が必要なものについて、対策箇所
に位置付けることにより通学路に指定
している歩道等整備の推進に役立て
る。

—

48,001

—

511

・防犯灯の明かりにより、犯罪を未
然に防止するとともに、夕暮れ時や
日没後に道路通行者の安全を確保す
るため、設置基準に基づき、地元要
望に応え整備を進めます。

危
機
管
理
課

・防犯ブザー、地域安全マップ、子
ども110番の家の活用等を通して、
子どもたちの安全確保を積極的に進
めます。

子どもの安全確保56

・防犯ブザーの購入について、市内
小学校新１年生に上限200円の補助
を行った。
・子ども110番の家の旗を要望によ
り配付
・一人区間マップの作成
・学校安全ボランティア講習会の実
施（年2回）

436

・防犯ブザーの購入補助、子ども
110番の旗の配付、一人区間マップ
の作成、学校安全ボランティア講習を
行い、子どもの安全確保を積極的に進
める。

462

・地元及び小中学校からの新設要望
を受け、現場調査を実施、設置基準
を満たしているものについては、防
犯灯の設置を実施した。 44,102

・継続して、地元及び小中学校からの
新設要望のうち、設置基準を満たして
いるものについて、整備する。

54,991

—

— —

１回 —

１回 —
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